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（1）災害復興における七つの配慮

全体構図

災害復興基本法の策定にあたって「七つの配慮」を提唱したい。

Ⅰ　被災地の自決権に配慮せよ

被災地の自決権とは、被災者の自己決定権の集合体である集団的権利であり、大多数の非被災者の
中で、ともすれば「焼け太りをつくるな」「甘えるな」と排除されがちな少数者としての被災地・被
災者の基本的人権、生存権、幸福追求権を守ろうとの趣旨だ。復興財源は使途の限定されてない復興
交付金のような形でまとめて交付され、被災地が復興ビジョンに従って、復興を進めていく「分権復
興」の実現をめざすべきだろう。

Ⅱ　復興の個別性に配慮せよ

都市と農山村、持ち家層と借家層、一戸建てと集合住宅、サラリーマンと商店主、高齢者と若年層
……。属性や置かれている状況、さらには復興の道筋が違えば、当然、必要な支援も異なってくる。
仮設住宅の建設は、空き地の少ない都市では公共用地の利用が当然だが、自宅の敷地が広く家畜や田
畑の管理に目配りが欠かせない農村なら敷地内仮設住宅の方が合理的だ。元厚生官僚の著書に「土地
を保有している者が結果的に有利な取り扱いを受けるという不公平感が生じる」と自宅敷地内仮設住
宅を否定する下りがあった。だが、絶対的平等は不平等であることを知らなければいけない。法的権
利に対する機会均等、つまり形式的平等を保障するとともに、復興支援は、個別性に配慮した相対的
平等でなければならない。

Ⅲ　被災者の営生権に配慮せよ

営生権とは、働く権利であり、営業する権利であり、生活する権利である。従って、雇用と営業、
さらに平たく言えば勤め人と商売人が支援の面において区別されることがあってはならない。被災地
で働く人達がすべて等しく復興の支援の対象とならなければならない。また、人々の営生権が「都市
づくり」や「防災」という抽象的概念によって、ないがしろにされることもあってはならない。
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Ⅳ　法的弱者の救済に配慮せよ

被災マンションの再建・補修をめぐる区分所有法や区画整理、再開発など、まちづくりを進めるう
えでは、多数決もやむを得ないだろう。だが、そのために法的弱者ともいうべき少数者が切り捨てら
れることがあってはならない。法的弱者を救済するセーフティーネットを常に用意しておくべきだろ
う。

Ⅴ　コミュニティの継続性に配慮せよ

コミュニティの継続性とは、地域・集落を構成する人たちができうる限り元いた場所で生活を再建
できるように支援することを意味する。コミュニティとは、自然集落であり、町内会であり、人為的
に居住をともにする集合住宅でもある。コミュニティが継続していくには、地場産業、地域文化、
郷土芸能、習俗、年中行事、医療、福祉、教育などが不可欠であることも強く認識するべきである。
従って、外力によってコミュニティの継続性が唐突に断ち切られることがあってはならない。

Ⅵ　一歩後退の復興に配慮せよ

建築制限をかけ、「中長期的課題の解決をも図る計画的復興を目指す」（防災基本計画）だけが復興
のまちづくりではないだろう。やみくもに、まちの復興をはかるのではなく、バラック建ての営業再
開や補修しただけの傷ついた家での再生があってもよい。まず、人々がどんな形にせよ、元の暮らし
に近い日常を取り戻すところから被災地の再建を考えるべきだ。復興の主役は「街」ではなく、「人」
なのだから。

Ⅶ　多様な復興指標に配慮せよ

一般的に復興とは「いったん衰えた物事が再び盛んになること」と定義されている。だが、いっ
たん疎開や仮設住宅に移った住民の従前居住地への回帰率はおおむね 7 割前後にとどまり、現実には

「盛んになる」例はきわめて少ない。そもそも少子高齢化社会である。しかも、東京への一極集中は
あらがうことのできない現実となっている。経済成長のみを肯定的復興とは考えない「まちづくり」
の思想を構築することが必要だろう。自然や景観に配慮した街、高齢者ら社会的弱者に優しい街、自
然エネルギーを創り出す街など、住民の総意によってさまざまな価値観を復興の指標とする発想の転
換が求められる。
 （文責：山中 茂樹）
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（2）三つの尊重と十の留意事項

全体構図

Ⅰ　被災者の主体性の尊重

復興の主役は被災者である。復興はその後の地域づくりにつながるものであり、そこに住む人が自
らのため、あるいは次世代のためあるべき姿を創造する必要がある。行政や外部の者による押しつけ
ではなく、被災者自らが自律した行動を起こさねばならない。一方、支援者は後方支援を強化し被災
者の主体性を尊重する必要がある。

1	 被災者の自立する権利

被災後の復興過程において被災者が主体となるのは当然の基本原理であり、被災者の基本的人権、
生存権、幸福追求権が確立されねばならない。

被災者の「自立」は自己中心的になるのでなく、市民一人ひとりが共に「支え合う」なかで実現される。
自立と支え合いが連動することで、温もりが感じられるこころ豊かな市民社会を構築することができる。

被災地再建のためには、被災者自らが主体的にビジョンを描き実践するのが基本であり、被災者が
自ら決定する権利が損なわれてはならない。被災者の自立が確保されてはじめて、住まいや生活を含
めた住民主体による復興まちづくりが本格化すると言える。

2	 被災者の住まいの確保

住まいには、物理的な住宅だけでなく、文化的な人間生活を過ごすための居住環境が含まれる。被
災者には自立の基盤となる住まいを確保する権利がある。被災者の属性や地域の状況によって住まい
の再建の道筋はそれぞれ異なる。

阪神・淡路大震災では、避難所から仮設住宅、そして公営住宅へと移り住む以外に選択肢がなく、
その都度コミュニティの絆が遮断され、体調を崩したり、自殺や孤独死に追い込まれたりする者が続
出した。状況に応じた多彩で複線型の選択肢を用意すべきである。

また、住まいを自力復興の問題と突き放すのではなく、殆どの負担を自助に頼らなくても良い支援
システムを充実させる必要がある。

3	 被災者の就業や生業の確保

仕事は被災者が暮らしを営むうえで欠かすことのできない糧であり、生きがいの創造にもつながる
ものである。災害では、基盤の弱い中小・零細企業や、商店街や農業、地場産業などが壊滅的な打撃
を受けるなど、災害を契機に生業が衰退する傾向がある。
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被災地で働くすべての人の就業や生業が成り立つよう、当該被災者をはじめ企業・生業をエンパワ
メントする方策が施されねばならない。

4	 制度の網に引っかからない少数者への支援

復興の様相は、災害の種類はもとより、時と場所、人により異なる。さらに、人は年齢、性別、家
族構成、所得、ライフスタイル、健康状態、国籍など千差万別であり、大多数に有用な方策でも全て
をカバーすることはできず、恩恵に預からない少数者が発生する。

異なる環境や背景、条件を持つ人々がそれぞれの多様性を尊重しながら、共に支え合うことで共生
社会が成り立つ。少数者の境遇に配慮した柔軟で選択肢の多い復興支援策を用意する必要がある。

ボランティアや NPO などの民間セクターは、行政とは異なる視点で、被災者の一人ひとりに寄り
添うことから活動をスタートさせていく。少数者を支援する担い手を行政が後方支援する体制作りが
求められる。

Ⅱ　被災地の地域性の反映

復興はその後の地域づくりにつながるものであり、被災者だけでなく、被災者の生活を営む場で
ある地域とを一体にして復興を推進する必要がある。同じ災害でも地域によって様相が異なることか
ら、効率を優先した一律的な復興手法がひいては地域の衰退につながることを肝に銘じる必要がある。

5	 地域の文化や習俗の尊重

復興のあり方を策定するにあたっては、被災地の地理的条件や地域性、産業、文化、習俗等の特性
に配慮しなければならない。都会ではプライバシーの確保が優先される。一方、集落には、運命共同
体ともいうべき生活を共にする人達で互いに助け合う文化がある。こうした点を軽視して、画一的で
前例踏襲的な支援策を講じてもうまく適合することはありえない。

地域の文化や習俗は、地域の実情に合わせて世代から世代へと引き継がれてきた特有のものであ
り、生活や文化、社会経済システムなど、被災地域で喪失・損傷した有形無形の全てのものが復興の
対象とならなければならない。

6	 被災者の生活基盤となるコミュニティの継続性

コミュニティは、町内会や集落あるいは集合住宅など、居住場所を共にする人たちが互いに助け合
いながら生活を実現していく場である。震災を通してその大切さが改めて認識された。

一方、都市でも郡部でもコミュニティの担い手が少なくなっており、外部の人材を登用する、内部
の人材を見直すなど、担い手の多様化が求められる。行政及び市民はコミュニティを回復・再生・活
性化するよう努めなければならない。

7	 地方自治の強化

復興にあたっては、住民に身近な地方自治体が主導的な役割を果たす必要がある。被災地の地方公
共団体は、地方自治の本旨に従い、復興の公的施策について主たる実施責任を負う。国は被災公共団
体の自治を尊重し、これを支援・補完する責務を負うことが求められる。
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地方分権の強化が提唱されるのは、地方自治体が住民のニーズに身近で対応するのに適しているか
らである。従って、住民自治の観点からも、ひとり行政が一方的に対処するのでなく、住民やコミュ
ニティ、NPO など民間セクタ－の力を活用した公民連携を展開する必要がある。「自助」「共助」「公
助」を協働させる地方自治の強化が復興でも求められる。

Ⅲ　人間復興を推進する基盤の構築

人間復興を推進するにあたっては、被災者や被災地が主導となる仕組みを構築するとともに後方支
援の環境を整備する必要がある。制度や財源はもとより、被災者や被災地の実情に見合った復興の推
進や指標づくりが求められる。

8	 復興の推進基盤となる制度や財源づくり

我が国では、災害後の応急対応や復旧を支える立法措置は必要最小限にとどめられ、既存の法令の
弾力的運用が優先されてきた。支援の方途を全国一律にする考え方も依然支配的で、新たな時代にそ
ぐわないものもある。

復興に関しては補償のための制度的な裏付けがない。復興は原形復旧＋αと見なされ支援の対象か
らはずされてしまう。「私財の形成に公的資金は投入できない」との立場のもと被災者の自立が遅々
として進まない。復興に関する様々な支援策はこれまでの仕組みを継ぎ足ししながら、ばらばらに構
築されてきており、制度全体としての一貫性に欠ける。色んな制度を棚卸しした上で、人間復興の観
点から「復興基本法」の創設といった制度の根幹を規定する仕組みや財源づくりを充実させる必要が
ある。

9	 進捗状況に応じた段階的な方策

復興にあたっては平時の社会や経済の状況、地域の活性化の施策との連続性に配慮する必要があ
る。共生社会のなかで復興施策を展開するにあたっては、目的や対象に応じて多様性を確保する必要
がある。衣食住（あるいは、医職住）の最低限の確保など速やかに行うべきものと、長年に渡って住
みなれた所で生活を営むためのまちづくりなど段階的・継続的に行うべきものとを、それぞれのタイ
ムスパンに応じて区別して考えなければならない。

被災者が主体になって将来像を描き、夢をまちづくり運動のなかで実現していくためには、被災者
があせりを感じることのない過渡的なまちづくり計画や施策が必要である。

10	 次代の社会創りにつながる復興指標や仕組みづくり
少子高齢社会の下、復興によってどの被災地でも経済が回復し、人口が増加に転じるとは期待でき

ない。右肩上がりの高度経済時代とは発想が異なり、成熟社会にふさわしい次代の社会創りにつなが
る復興指標や仕組みを構築する必要がある。

復興の課題は、決して、災害を受けた被災者やその被災地だけの問題ではない。我が国の全ての国
民と地域が共有すべき問題であることを強く認識し、復興の指標を充実させ、得られた教訓は我が国
の文化として根付かせ、常に復興への思いを醸成するよう意識を高めていかなければならない。
 （文責：青田 良介）
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被災者の主体性を
尊重すること（1）

《趣旨》
復興の主役は当然のことながら被災者である。復

興は地域が抱える脆弱さを乗り越え、その後の地域

づくりにつながるものであるだけに、そこに住む

人々が自らの、あるいは次代のあるべき姿を創造し

て紡ぎ出していくものだ。従って、他者による押し

つけではなく、被災者自らが自律した行動を起こす

ことによって復興の第一歩を踏み出すことになる。

行政や外部の支援者は後方支援を強化し被災者の主

体性を尊重する必要がある。

《法的論究について》
このセクションにおいては、山中・青田氏がそれ

ぞれ提示された「七つの配慮」ならびに「三つの原

則と十の留意事項」について、法学的な観点からの

論究を行うことにする。論究の順序であるが、青田

氏の主張をベースにそれに沿った形で行いたい。相

関図にあるように、山中・青田氏の主張がそれぞれ

連関しているので、その都度山中氏の主張にも指摘

をしていきたい。基本的には、山中氏と青田氏の主

張を筆者なりに整理した上で、憲法学・行政法学が

培ってきた成果を災害復興の領域にデフォルメする

というスタイルをとりたい。

（山崎 栄一）
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被災地の自決権に配慮せよ
主張・論拠

❶　自決権・自立権

「自決権」とは、もとより国際法上の用語であ
る。民族集団が自らの意志に基づいて、その帰属
や政治組織、政治的運命を決定し、他民族や他国
家の干渉を認めないとする集団的権利である。被
災者は少数民族ではないし、被災地は植民地でも
ない。法学者には、「噴飯もののスローガン」と
映るかもしれない。しかし、共同社会を形成する
者たちが、自分たちの運命を自分たちで決めるこ
とは自然状態である、という広義の定義を拝借す
るならば、あながち荒唐無稽な主張ともいえない
のではないか、と勝手に思い込んでいる。という
のも、近年の自然災害で、その真逆の非難が多す
ぎるからだ。04 年の新潟県中越地震では全村避
難に追い込まれながらも「帰ろう、山古志へ」と
いう合言葉を掲げ続けた旧山古志村民に対し、

「これからは人口減少時代。わざわざ危険なとこ
ろへ戻さなくても平地に下ろし、コンパクトシ
ティをつくればよい」「都市住民から徴収した税
金をそんなことに投入するな」といった戯言にひ
としい提言が、防災学者や財政評論家からまこと
しやかに浴びせられた。伊豆大島の噴火や阪神・
淡路大震災では「焼け太りをつくるな」「被災者
を甘やかしすぎだ」という陰険なささやきが都市
住民だけでなく、キャリア官僚や政治家の口から
発せられた。
 ─自決権という言葉は強すぎる。被災地のこ
とに口出しをするな、と言っているようにも受け
取れられる。全国から支援を受けなければいけな
いときに不利益をこうむらないか不安だ。研究会
では、こんな懸念を示す意見もあった。

しごく、もっともと思える穏当な意見である。
しかし、「みじめな被災者像」を求める発信者

たちはそれなりに力を持った存在である。対する
被災地、被災者たちは「今日を生きるのに精いっ
ぱいな存在」だ。公然と電波や出版物にも載って
いる被災地への攻撃に効果的な反論をするには、
耳目を集め、論議を呼び起こすために、あえてイ

ンパクトのある表現が必要だと考える。
そもそも被災者を非難する人達の心底には、自

然災害の被災者に「自己責任」「自助努力」を求
める市場原理主義的な考え方があるに違いない。

「お互い様」「あいみたがい」。かつての日本がもっ
ていた美風はどこにいってしまったのだろうか。
阪神・淡路大震災のあと、ポピュラーになった「自
助・共助・公助」という言葉にも同じような胡散
臭さを感じる、といったら、いささか刺激的過ぎ
るだろうか。三つの言葉は並列ではなく、自助に
最もウエイトが置かれている。「あまりおかみに
世話をかけるな」。この言葉には、そんな「上か
ら目線」が透けて見える、のだ。家族を失い、あ
るいは財産を失った人たちが行政＝つまりは納税
者・国民に支援を求めるのも立派な自助努力であ
る。承応年間（1652 ─ 55）、将軍に藩の苛政を直
訴して、訴えは聞き入れられたものの子供 4 人と
ともに処刑された佐倉惣五郎のような義民伝承を
持ち出すまでもなく、被災者生活再建支援法を成
立させる力になったのは被災した神戸市民らによ
る運動やロビー活動である。

英国の哲学者トマス・ホッブズ（1588 ─ 1679）
の「リヴァイアサン」やジョン・ロック（1632 ─
1704）の社会契約説をみても明らかな通り、国民
の安全を守るという契約を履行できなくなった権
力に対し、人民は革命権を有するというのが近代
西洋の政治理論だ。中国の易姓革命思想もまたし
かり。大災害に対応できない皇帝に対しては天命
が革
あらた

まったとして、王朝の交替を求めるのである。
とまれ、被災者が「幸福」を追い求めるのは憲

法でも保障された自然の権利だ。それは、ジョ
ン・スチュアート・ミル（1806 ─ 73）が著書『自
由論』の中で提唱した自分の生き方や生活につい
て自由に決定する権利「自己決定権」にほかなら
ない。自己決定権を積み上げたものが自決権だろ
う。自己の決定と共同体の決定が異なることは無
論ある。だが、自決権はトップダウンの決断では
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なく、ボトムアップの合意と考えたい。被災地自
決権は、被災者個々の幸福を願う思いの集合体で
なければならない。

自決権を具体化するもの。それは分権に基づく
復興である。ただ、分権は一つ間違うと地方権力
者への権力のお裾分けに過ぎない場合がある。市
民、被災者が置き去りになった分権は、分権が実
現する前よりやっかいなこともあるのだ。中央だ
ろうが、地方だろうが権力の専横を許さないため
には被災者の集合である被災地の自決権、つまり
自律が保障されるシステムを導入することが必要
なのだ。

被災地の自決権を保障する一つの方法として、
国は復興財源を使途の限定されていない復興交付
金のような形でまとめて交付し、被災地は復興ビ
ジョンに従って、復興を進めていく「分権復興」
の手法が考えられる。ただ、何度も繰り返すが、
権力の執行者が中央から地方に移るだけでは意味
がない。被災者が自律的に参加する「政策評価委
員会」の設置を義務づけるなどして被災者の意思
を担保する措置が必要だろう。

しかし、現行法制は「復旧」、それも公共施設
を元通りにすることしか考えていない。国民の安
全は「救貧」というスケールではかられる。近代
西洋の、いや古代中国の哲学に照らしても、どこ
かおかしいのだ。至極当然の疑問を疑問としてと
らえてもらえないもどかしさに被災地は苦悶を
続けている。「事件は会議室で起きてるんじゃな
い。現場で起きてるんだ」。ドラマ『踊る大捜査
線』に登場する湾岸署の青島刑事の言葉を借りる
なら「復興は被災していない人が判断するんじゃ
ない。被災地で決断するんだ」。この当たり前の
真理を「復興基本法」の冒頭にまず掲げたい。
 （文責：山中 茂樹）

■「山から下ろせ」　新潟日報社が 2006 年 10 月
に出版した ﹃中越地震　復興公論﹄ の中で、新潟
県中越地震（04 年 10 月 23 日発生）の災害対応に
当たった泉田裕彦知事が、旧山古志村など中山間
地の復興に思わぬ横やりが入った実態を生々しく
語っている。

「都会からの便りには ﹃われわれが収めた税金をそ
こまで使うな。（山間集落の被災者は）山から出た
方がいい﹄ という意見もあった」「都市住民からは
﹃公共事業をやめて山間集落から人を（平場に）下
ろし、一軒ずつお金を配分すればいい﹄ という声
もあった」。

「都会からの便り」は単なる一般市民ではない。
政治家であり、研究者であったことは容易に想像
できる。現に高名な学者や評論家が「地盤災害が
起きるような危険なところに巨額の投資をしてま
で、なぜ戻すのか。平地の安全な場所に集めて住
まわせればよい」「これからは人口減少時代。安全
な場所にコンパクトシティをつくるべきだ」とテ
レビなどで持論を展開している。

❖　事　例

■「焼け太りをつくるな」　被災 3 年目の 97 年、
家を失った被災者の住まい安定を図るため、兵庫
県など被災自治体はいくつかの施策を実施に移し
た。一つは民間賃貸住宅に入居した際の家賃補助
だ。公営住宅の大量供給は直ちには難しいことか
ら、補完的な制度として実施された。財源は復興
基金。支援初年度は、家賃が 6 万円以下の場合は
半額の 3 万円以下、6 万円を超える場合は 3 万円
が家主に交付され、同額が家賃から減額されると
いう仕組みだった。一方、被災高齢者世帯等生活
再建支援金と被災中高年恒久住宅自立支援制度
は、98 年に成立する被災者生活再建支援法の原形
となった。前者は世帯主が 65 歳以上の場合、生活
支援として原則一世帯当たり月額 2 万円、支給期
間 5 年で総額 50 万円から 150 万円を給付するとい
う内容だった。後者は、この支給対象を 45 歳まで
に拡大し、支給期間を 2 年とした。住居や家財を
失い、時には仕事や健康まで損なうことになった
被災者に対する支援としては、国民連帯の精神か
らしても当然と言えば当然の支援だったが、心な
い中傷が相次いだ。「被災者は甘えている」「焼け
太りはつくるな」。兵庫県職員に対する陰湿なさ
さやきは高級官僚からのものもあった。

❖　事　例
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被災者の自立する権利に留意すること
主張・論拠

❶　自決権・自立権

憲法では主権が国民にあり、基本的人権を侵す
ことのできない永久の権利と認め、生命、自由及
び幸福追求に対する国民の権利は最大の尊重を必
要とすると定めている。このことからも、被災後
の復興過程において被災者が主体となるのは当然
の基本原理であり、被災者の基本的人権、生存
権、幸福追求権が確立されねばならない。

しかし、戦後の高度経済成長のなかで経済的効
率が優先され、暮らしに関わることまで行政に依
存する社会を生み出した結果、「公（パブリック）
＝官（政府）」社会のもと、公益の追求は専ら役
所が担うことで、住民の自立意識が衰退すること
となった。

阪神・淡路大震災はこうした社会への警告でも
あった。被災者が復興するにあたって政府が提唱
する「原則自助努力による回復」には限度があり、
従来型の官主導による公益追求に任せて良いのか
疑問が生じるとともに、むしろ地域の被災者が自
ら立ち上がり、企画し計画を練って行政の支援を
引き出す住民主体による復興まちづくりを推進す
る動きが生まれた。また、行政の支援が行き届か
ない白地地域では、専門家が加わることで新たな
コミュニティづくりが実践された。

一方、震災直後の助け合いを契機に、我々は共
に生きるという人間の本質を再認識することと
なった。被災者の「自立」は自己中心的になるの
でなく、市民一人ひとりが共に「支え合う」なか
で実現される。自立と支え合いが連動すること
で、温もりが感じられるこころ豊かな市民社会を
構築することができる。他方、災害後の格差が広
がる中で、被災者の「自立」には高齢者や障害者
らの社会的弱者が置き去りにされることなく、最
後の一人に至るまで救うという意味が含まれるこ
とを忘れてはならない。
「自力復興」という名のもとに、困っていても

助けはしないといったことがあってはならない。
国や地方自治体は被災者の自立と基本的人権を確

保するため必要な施策を行う責務があるが、復興
の主役が被災者にあることから、一方的に方針を
決定し被災者に強制若しくは被災者を誘導するこ
とがあってはならない。他人事のように被災者を

「支援の焼け太り」とか「甘えの構造」などと評
価することも許されない。

被災地再建のためには、被災者自らが主体的に
ビジョンを描き実践するのが基本であり、被災者
が自ら決定する権利が損なわれてはならない。被
災者の自立が確保されてはじめて、住まいや生活
を含めた住民主体による復興まちづくりが本格化
すると言える。
 （文責：青田 良介）

■阪神 ･ 淡路大震災では、被災者支援に携わった
市民グループや NGO が中心となって、「市民と
NGO の ﹃防災﹄ 国際フォーラムが開催された。市
民による復興の姿を求めるべく、“まちづくり” や
“住まい” “くらし” “福祉” “教育” 等市民生活に関
わる全ての分野において、市民による検証や提案
が行われた。それをもとに、震災 3 年後には「市
民がつくる復興計画」が、5 年後には「市民活動
群像と行動計画」が、そして 10 年後には「市民社
会への発信」が市民の手でまとめられ、被災地内
外に提言が発信された。

❖　事　例

■神戸市西須磨地区では、家屋の半数以上が倒壊
する中で幹線道路の建設計画が建てられたが、自
治会を中心に専門家の協力を得ながら自主的な環
境調査を実施し、反対運動を展開した。一方で、
公園の復旧にあたっては、住民の手でビオトープ
をつくるとともに、兵庫県や神戸市と協調しその
管理や川の修復にあたった。そこでは、盆踊りな
どの地域のイベントが実施される。また、高齢者
福祉の活動では、NPO 法人を設立し福祉コミュニ
ティづくりにも取り組んでいる。行政や専門家、
支援グループを活用しながらも、被災者が主体と
なった復興まちづくりを展開している。

❖　事　例
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人権論と復興を目指す人間像
法的論究

❶　自決権・自立権

復興基本法を策定するにあたって、「復興を目
指す人間とはいったいどのような人間なのか」と
いう論点が現れてくる。参考として、人権論が前
提としている人間像について、見ておきたい。こ
の議論は、幸福追求権（憲法第 13 条）の法的性
格を論じる際に出てくる議論ではあるが、以下に
述べる説からすると、復興を目指す人間像につい
ても若干の異なりが出てきそうである。

幸福追求権の意味内容については、人格的利益
説と一般的自由説に分かれている。それぞれの学
説については人間観の対立がある。

人格的利益説は、幸福追求権を「個人の人格的
生存に不可欠な利益を内容とする権利の総体」と
解している。人格的利益説は、人権の主体として
の個人を、自らが最善と考える自己の生き方を自
ら選択して生きていく人格的 ･ 自律的主体と想定
し、人権をそのような人格的 ･ 自律的生のために
必要不可欠な利益と解している。筆者の法的論究
においては、この説を前提に議論を展開していく
ことになる。

これに対して、一般的自由説は、幸福追求権を
「他者の利益を害しないあらゆる行為の自由が幸
福追求権の保護対象となる」と解している。一般
的自由説は、個人をごく限られた能力しかもたな
い存在と考え、何が最善かを予め選択して生きて
いくというよりは、何かよい生き方を探り出そう
として行動し、失敗を繰り返す経験の中から少し
ずつ学び取っていく存在と考える。人権とは、そ
のような試行錯誤を可能とする手段であり、ゆえ
に人格的・自律的生を生きようとする者からみれ
ばつまらないと思われるようなことも、自由に行
うことを許すものであるべきだと考える。

ここまでが、人権論が前提とする人間像につい
てのテキスト的説明であった。では、こういった
学説から、果たして、復興を目指す個々の人間の
どのような行動が保護あるいは促進されるべきと
いうことになるのか。

人格的利益説からすると、まさに被災者がそれ
ぞれの復興ストーリーに応じた復興ができるよう
に、支援制度を整備し、被災者が支援制度に最適
な形でアプローチできるような仕組みを作ること
が要請されることになる。具体的にいえば、被災
者のニーズに応じた支援制度の整備であるとか、
被災者支援策をスムーズに受け取ることができる
ような、被害認定制度や被災者台帳システムの構
築が、この学説からは要請されることになる。

一般的自由説からすると、一見合理的な選択肢
であっても、それが個人の価値観とは相容れない
のであれば、あえてそれ以外のオルタナティブな
選択も尊重すべきだということになる。具体的に
いえば、新潟県中越地震のように、「もとにいた
土地に帰るよりは、現在避難している先で復興を
遂げた方がより合理的である」といった被災者（あ
るいは被災地）以外の提案に対しても、「やはり
もとにいた土地に帰りたい」という被災者（ある
いは被災地）の主張を擁護するための理論的な基
礎づけができるのではないだろうか。

私見であるが、被災者の自律や被災地の自治と
いったものは果たしてどちらの説に依拠すべきな
のか、という点を考えてみると、一般的自由説の
方もそれなりの意義を見いだせそうな気がする。
 （文責：山崎 栄一）

憲法第 13 条　すべての国民は、個人とし
て尊重される。生命、自由、及び幸福追求
に対する国民の権利については、公共の福
祉に反しない限り、立法その他の国政の上
で、最大の尊重を必要とする。



30 研究紀要『災害復興研究』第 2号

被災者の自立する権利
法的論究

❶　自決権・自立権

ここにいう「自立」とは、「一度失われた自律
の回復を目指す」という意味として受け取ること
にしたい。被災者が自律の回復を目指すプロセス
の中で自己決定権が尊重されるべきだということ
になる。「自己決定権」の実質化という意味にお
いて、被災者がそれぞれ抱いている復興ストー
リー（ここでは特に住まいの再建ストーリー）を
支援できるような制度作りが求められている。

山中・青田氏が有している共通の憂慮は、被災
地外（非被災地）からの被災地・被災者に対する
切り捨て的なネガティブ評価である。こういった
評価を克服するための論拠として、山中氏は自決
権を提唱したのである。

山中氏が提唱されている「自決権」という用語
法について、言及をしておきたい。山崎（栄）に
とって自決権といえば、国際法上の「民族自決権」
を想像させる。これは、植民地の人民の政治的独
立に向けて主張される権利である。このような自
決権を被災地においてデフォルメするとなると、
災害復興の意思決定プロセスにおいて被災地・被
災者が排除されていた、といった事実に対して提
唱された権利であると推測する。そうなると、自
決権という用語からは、被災地以外の地域と被災
地との間の対立構造が浮かび上がってくる。

ただし、「被災地」といっても、被災地を構成
する主体はさまざまであって、「何をもって被災
地の意思あるいは決定とするのか」という問題に
さし当たってしまう。ともすれば、被災地におけ
るごく一部の利益を代表するためにスローガン的
に利用されかねないという問題がある。このあた
り、被災地における被災者自治というものが確立
していない限り、このような危険は常に伴うので
ある。この点については各論「❼　地方自治の強
化」の項を参照されたい。

自決権の意味するところであるが、山中氏に確
認をしたところ、「地方自治権が国家から与えら
れた権能ではなくて、地方がそもそも有していた

権能である」という趣旨の回答をいただいてい
る。地方自治の性質に関する憲法学説からいえ
ば、地方の自治権を自然法的な権利として把握す
るという発想と親近性がある。最近は有力な学説
として、実定憲法を援用しつつ、自治権の自然法
的性格を強調する「新固有権説」が主張されている。
 （文責：山崎 栄一）

憲法第 92 条　地方公共団体の組織及び運
営に関する事項は、地方自治の本旨に基
づいて、法律でこれを定める。

地方自治の性質をめぐる議論
憲法によって保障された地方自治がど

のような性質を有するかという問題につ
いて、新固有権説の他にも以下のような
学説が存在している。

固有権説：フランス革命期の「地方権」
の思想に期限を有し、地方公共団体が固
有の基本権を有するという見解。少数説
にとどまっていたが見直しが行われ、新
固有権説のような根拠づけによって再構
成されている。

承認説：地方自治は国が承認する限りで
認められるとする見解。法律によって地
方自治の内容がどのようにでも決められ
ることになり、憲法で地方自治を保障し
た意味がなくなってしまうので、この説
は支持されていない

制度的保障説：憲法第 92 条は、地方自
治という歴史的・伝統的・理念的な公法上
の制度を保障したものであり、地方自治
制度の本質的内容ないし核心的部分は法
律でも侵すことが出来ないとする見解。
有力な学説である。
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復興の個別性に配慮せよ
主張・論拠

❷　個別性と住まいの確保

お年寄りと青年に水を満杯にした同じ重さのバ
ケツを持たせることが公平だろうか。同じ厚さの
食パンをたった一枚、食欲旺盛な働き手とよちよ
ち歩きの幼児に与えるのが本当に公平といえるの
だろうか。当然のことながら、災害からの復興に
あたっても同じことがいえるだろう。都市と農山
村、持ち家層と借家層、一戸建てと集合住宅、サ
ラリーマンと商店主、高齢者と若年層……、属性
や置かれている状況、さらには復興の道筋が違え
ば、当然、必要な支援も違ってくるはずだ。

ところが、今の政策はとかく画一的な「公平」
に病的なほどこだわるきらいがある。阪神 ･ 淡路
大震災の折、元の居住地から遠く離れた仮設住宅
に移るのでは地域の復興に参加できず、仕事も再
開できないという訴えがあった。自宅の敷地にゆ
とりがあれば、公的な仮設住宅であろうが、敷地
内に建設した方がコミュニティを壊さずに復興に
従事できるはずだ。家畜や田畑の管理に目配りが
欠かせない農村なら敷地内仮設住宅の方が合理的
なことはいうまでもない。ところが、元厚生官僚
の著書に「土地を保有している者が結果的に有利
な取り扱いを受けるという不公平感が生じる」と
自宅敷地内仮設住宅を否定する下りがあった。

先に進んだ者が早くに復興を遂げ、後から来る
者の手助けをする。四川大地震における中国の指
導層の発言だそうだが、はるかに合理的だ。

そもそも不公平感が生じるのは、支援の基準に
「ひとの事情」「未来の再建」に思いを馳せないか
らだ。

絶対的平等は不平等であることを知らなければ
いけない。法的権利に対する機会均等、つまり形
式的平等を保障するとともに、復興支援は、個別
性に配慮した相対的平等でなければならない。
 （文責：山中 茂樹）

「ひとに着目した支援が必要」
新潟県知事・泉田裕彦

自然災害で住宅などの生活基盤に被害を受けた
被災者の生活再建を支援する制度として「被災者
生活再建支援法」がある。しかしながら、この制
度は、2 度の大地震など度重なる自然災害からの
復旧・復興に取り組む現場からみると極めて問題
が多い。

まず、被災者の生活再建を支援する制度であり
ながら、制度の考え方は生活者である「ひと」で
はなく、建物などの「物」に着目している。つま
り「どれだけ壊れたか」によって、「どれだけ支
援されるか」が決まる。この尺度の中には、被災
者個々の状況などは考慮されない。例えば住宅が
全壊しても自力で再建できる資力を持つ人もいる
し、壁や屋根の一部が壊れただけでも、修復が困
難な災害弱者や年金生活者もおられる。

災害復興は、公助、共助、自助の組み合わせが
重要だが、公助が必要なのに支援が届かず、もう
少し自助が必要な人に支援が行くケースも生じ
る。例えば、老夫婦が年金生活の足しにするため
退職金を全部つぎ込み、ローンも組んだうえで建
設したアパートが全壊したとする。

明日からの生活にも困るのに、貸家は商売だか
らということで救済の対象にならない。一方で、
完全に引っ越しが終わっていない中で住民票は移
していた大学生は、被災した生活者ということで
支援対象となり、義援金と合わせて数百万円の支
援を得て親元に帰るといったことが起きる。震災
で所得が無くなったのに、前年の所得を基準に支
給制限を受けたりする。
（07.10.7 付毎日新聞「発言席」から一部抜粋）

❖　事　例
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被災者の住まいの確保に留意すること
主張・論拠

❷　個別性と住まいの確保

住まいには、物理的な住宅だけでなく、文化的
な人間生活を過ごすための居住環境が含まれる。
住まいは家族やコミュニティの営みの場であり、
暮らしの拠点となる場である。被災者には、自立
の基盤となる住まいを確保する権利がある。

従って、単にハコモノとしての建築物を回復す
れば事足りるものではない。阪神・淡路大震災で
は、公費による解体も手伝って半壊建物など修繕
可能な住居までが解体され、効率性を重視した大
量の仮設住宅や高層の公営住宅が建設された。家
を失った被災者、特に高齢者や低所得者は、避難
所から仮設住宅、そして公営住宅へと移り住む以
外に選択肢がなく、引越しのたびにコミュニティ
の絆が遮断され、体調を崩したり、自殺や孤独死
に追い込まれたりする者が続出した。一方、廉価
な賃貸長屋が数多く倒壊、焼失した地域には、高
層で高価な集合住宅が建てられたため、元のまち
に戻れない被災者も多かった。

これを教訓に、コミュニティの拠点づくりや、
高齢者向けのシルバーハウジングやグループホー
ムが建設され、生活援助相談員が配備されるな
ど、コミュニティを意識した住まいの政策が図ら
れてきた。

一方、新潟県中越地震や能登半島地震では、避
難所や仮設住宅は集落毎にあてがわれ、コミュニ
ティの維持が図られた。住まうには、人と人との
温もりを感じる環境のなかで生活することが極め
て重要である。

都市と農村、持ち家と借家、一戸建てと集合住
宅、高齢者と若年層等、被災者の属性や地域の状
況によって住まいの再建の道筋はそれぞれ異な
る。補修をして持ちこたえる、老夫婦二人分が住
むに充分なところだけ再建する、仮設住宅を改善
してある程度の恒久性をもった住宅に改善する、
本格的な再建を迎える前に仮住まいのような中間
的な再建方法を模索するなど、状況に応じたより
多彩な複線型の選択肢を用意すべきである。経済

成長が右肩上がりの時代のような大量需要を頼み
としない手法を開発する必要がある。

住まいは多くの市民にとって人生で最も大きな
買い物でもある。全壊した被災者は、否応なしに
再びそれを経験せねばならず、その負担は物理的
にも精神的にも測り知れない。そうした際に、建
築費用の何分の一かの支援があれば見通しが大き
く開ける。住宅再建はまち全体の活性化に連結す
る問題でもあり、いたずらに自力復興の問題と片
付けるのではなく、殆どの負担を自助に頼らなく
てもよいような支援システムを充実させる必要が
ある。 （文責：青田 良介）

■能登半島地震で被災にあった輪島市旧門前町黒
島集落は、江戸時代の北前船の寄港地で天領とし
て栄え、黒瓦や作身板張り等町家の伝統的特徴で
ある「浜屋造り」の家からなるまちなみが保存さ
れていた。震災後は区長のリーダーシップのもと
伝統工法を用いた補修を奨励した結果、再建希望
者の 8 割が補修を果たし、コミュニティの維持が
図られている。

❖　事　例

■鳥取県西部地震では、住宅復興補助金により全
国初の住宅への個人保障が実現し、被災者は行政
から手を差し伸べられたことで住宅を再建する勇
気が出たと語っている。能登半島地震では被災者
生活再建支援金に地元独自の支援金が加わるなど
して最高で約 770 万円が公費負担された。佐用町
水害では、フェニックス共済に加入していると被
災者生活再建支援法支援金と併せて最高で 900 万
円が支給された。いずれも被災者から大いに助
かったとの声が聞かれる。

❖　事　例
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個別性への配慮
法的論究

❷　個別性と住まいの確保

住まいの確保は、自律的生の前提であるという
ことはいうまでもない。ここでは、被災者の個別的
事情に応じた住まいの確保が問題とされている。
復興の個別性への配慮であるが、復興支援のメ
ニューが乏しいために個々の被災者が、復興に向
けての選択肢を極端に限定されているというのであ
れば、「個人の尊重」あるいは「自己決定権」といっ
た憲法第 13 条の問題として取り扱うことになる。

山中氏が憂慮しているのは、絶対的平等を過度
に押し出すことによって、被災者それぞれの個別
的事情が無視され、かえって被災者支援が阻害さ
れてしまうことにある。いってみれば、平等原則
をはき違えることによって、災害復興の足を引っ
張るという事態を招いている。

そもそも、憲法第 14 条にいう平等原則という
のは、「同一の状況にある者を、同じように扱う」
ことを要請しているが、個人個人が異なる状況
下にあることを前提としている。そこには、「異
なった状況にある者は、異なったように扱う」と
いう、個性の尊重という意味合いも含まれている
ということである。確かに災害直後には、すべて
の被災者に対して生存そのものの確保に関する
サービスを平等に供給するという、絶対的平等が
要請されるところであるが、時間が経過するにつ
れて、被災者個人の事情に応じた支援メニューの
整備が要請されることになる。そこでは、相対的
平等のもとでの支援ということになる。

他方、形式的平等という視点から、支援を受け
る機会がすべての被災者にきちんと与えられてい
るのかという論点も現れてくる。たとえば、自
立支援金訴訟（大阪高裁 2002 年 7 月 3 日判決）
は、阪神・淡路大震災復興基金が実施した自立支
援金制度の世帯主被災要件が男女間差別にあたる
と判断されたケースであった。また、青田氏が各
論「❹　法的弱者・少数者支援」の項で取りあげ
た阪神・淡路大震災における外国人居住者や外国
人学校に対する支援のあり方については機会の平

等が問題とされるケースであった。
 （文責：山崎 栄一）

憲法第 14 条第 1 項　すべて国民は、法の
下に平等であつて、人種、信条、性別、社
会的身分又は門地により、政治的、経済的
又は社会的関係において、差別されない。

自立支援金訴訟大阪高裁判決
神戸新聞 2004 年 7月 4日（朝刊）より

阪神大震災の被災世帯を対象にした被
災者自立支援金の支給で、震災後に結婚
して世帯主でなくなったことを理由に対
象外にされたのは不当だとして、神戸市
灘区の萩原操さん（63）が阪神・淡路大
震災復興基金（理事長・井戸敏三兵庫県
知事）に支給額にあたる 100 万円の支払
いを求めた訴訟の控訴審判決が 3 日、大
阪高裁で言い渡された。岩井俊裁判長は

「世帯主を支給要件にすれば世帯間や男女
間の差別を招く」と指摘し、同基金に 100
万円の支払いを命じた神戸地裁判決を支
持し、同基金の控訴を棄却した。

判決は制度が導入された 98 年 7 月を基準
に世帯主であることが支給要件になってい
ることについて「震災後 3 年半がたち、結
婚や両親との同居など世帯の変動があるの
が明らかなのに考慮していない」と述べた。

また、男性が世帯主になることが多い
ため、被災者の男性が被災者でない女性
と結婚しても支給されるが、逆の場合は
支給されなくなると指摘。「世帯主を要件
にするのは合理的理由のない差別を設け
るもので、公序良俗に違反し無効だ」と
結論づけた。
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被災者の営生権に配慮せよ
主張・論拠

❸　営生権と生業の確保

災害からの復興にあたっては、被災地において
人々が仕事を再開し、社会の歯車を再始動させる
ことが必須のはずだ。会社が倒産し、店舗が倒壊
していることもあるだろう。しかし、それでも一
人ひとりの仕事を保障し、生活の糧を何とか得さ
せることが、復興を指揮する為政者にとって最大
の使命のはずだ。しかし、私的な営業行為に対し
ては、せいぜい低利融資がある程度で、支援の対
象から外されるのが常となっている。復興経済の
重要性が論議される一方で、現実の対応はあまり
にも杓子定規だ。

関東大震災の折、すでに経済学者・福田徳三が
この問題を厳しく指摘している。
「私は復興事業の第一は、人間の復興でなけれ

ばならぬと主張する。人間の復興とは大災によっ
て破壊せられた生存の機会の復興を意味する。今
日の人間は、生存するために生活し、営業し、労
働せねばならぬ。すなわち生存機会の復興は、生
活・営業・及び労働機会（これを総称して営生と
いう）の復興を意味する。道路や建物は、この営
生の機会を維持し、擁護する道具立てに過ぎな
い。それらを復興しても本体たり実質たる営生の
機会が復興せられなければ何にもならないのであ
る」。

そして、復興を指揮した後藤新平に対しても
「後藤子が企てる復興は形式復興に偏し、道路、
建物、公園等に主として着眼し、物の技師は八方
から集めてくるが、これらを利用すべき人間の復
興について一体、いかにするつもりか一向わから
ないのである」と批判。「復興第一の事業は、こ
の 70 万の人々にそのまったく、もしくは一部分
的に奪われた営生の機会を回復することであらね
ばならぬ」「国家は生存する人よりなる。焼溺餓
死者の累々たる屍からは成立せぬ。人民生存せざ
れば国家また生きず。国家最高の必要は生存者の
生存権擁護、これである。その生存が危殆に瀕す
ることは、国家の最緊急時である」と指摘してい

る。
2000 年 10 月 6 日に発生した鳥取県西部地震の

復興を指揮した当時の片山善博知事も「災害復興
というのは、将来の街づくりではなく、今、目の
前で苦しんでいる人をどう救うか、ということだ
ろう。長年住んだ土地を離れたくない、年老いて
から都会には行きたくないという不安をできるだ
け解消し、元の生活に戻すこと」 と述べている。

営生権とは、働く権利であり、営業する権利で
あり、生活する権利である。従って、雇用と営
業、さらに平たく言えば勤め人と商売人が支援の
面において区別されることがあってはならない。
被災地で働く人達がすべて等しく復興の支援の対
象とならなければならない。
 （文責：山中 茂樹）

■ 2000 年の北海道・有珠山噴火災害で、洞爺湖の
ホタテ養殖事業が一時、作業を中断した。虻田町

（当時）の支援で事業を再開したが、名目は漁業者
支援ではなく失業対策。政府の「緊急地域雇用対
策特別交付金」が使われた。町は、ホタテの養殖
が基幹事業であるにもかかわらず、漁業支援とい
われることを極度に警戒した。

❖　事　例

■やはり 2000 年の有珠山噴火災害でのこと。洞爺
湖温泉街が長期間、避難指示区域に設定され、一
時は経営危機さえ取りざたされる事態となった。
温泉街はこの地域の経済にとって生命線だ。とこ
ろが、火山灰の除灰作業は道路や公園では行われ
ても、旅館の敷地にくるとぴたっと止まるのだ。
なんと、そこからは私的な営業区域だからという
のが理由だった。

❖　事　例
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被災者の就業や生業の確保に留意すること
主張・論拠

❸　営生権と生業の確保

住まいと同様、仕事は被災者が暮らしを営むう
えで欠かすことのできない糧であり、生きがいの
創造にもつながるものである。災害では、基盤の
弱い中小・零細企業や、商店街や農業、地場産業
が壊滅的な打撃を受けるなど、災害を契機に生業
が衰退する傾向がある。

神戸市長田区の代表的な地場産業であるケミカ
ルシューズでは、中国などアジアからの輸入品と
の競争が激化するなかで、生産設備の破損に加
え、仕入れ・納入先の被災によって仕事が行き詰
まるなどして、多くの業者が倒産した。大手企業
でも工場を閉鎖若しくは縮小して被災地から移転
した結果、従業員は住み慣れた土地を離れるか、
仕事をやめるかの厳しい決断を迫られた。失業し
た人の経歴・経験や希望と需要とのミスマッチと
いうのも見受けられた。

一方、中越地震の被災地は日本有数の米どころ
であるとともに、闘牛や世界的にも有名な錦鯉の
生産地としても知られる。国の保障の対象となら
ない小規模な農地の復旧は、高齢者の多い農家に
とって死活問題となる。被災者が全村避難するな
か、置き去りにされた牛や鯉の面倒をどうするの
か、死骸の焼却や避難中の預かり先、新たな購入
などの問題がクローズアップされた。

さらに、宮城・岩手内陸地震の被災地では、避
難指示により 1 年間土地を離れたものの、その間
のイチゴの生産、イワナの養殖、民宿の運営がス
トップしたため、多くの被災者が生業の継続か廃
業かの瀬戸際に立たされた。

復興のための労働機会の確保は、被災者の生活
の基盤とコミュニティの再生につながるものであ
る。多額の債務を抱える被災者に対しても、例え
ば、民事再生法にある小規模個人再生の被災者仕
様版のような支援が考えられないか。「自力復興」
には限度があり、過去の借金や負債の相当割合を
支払い免除にし、残りを長期払いできるようにな
れば、現実的な展望が開けてくる。また、災害の

恐れのある地域の旅館やホテルなど同種事業者で
共済制度をつくることも考えられるのではないか。

あるいは、地域社会の資源を組みあわせて地域
のニーズを満たすコミュニティ・ビジネスの取り
組みが奨励されても良い。福祉的なサービスをは
じめ、公共施設の管理といった行政が担う業務の
民間移行も考えられる。高齢社会での「生きがい・
仕事づくり」といった観点から雇用・就業を生み
出す手もある。こうした取り組みを行政が後方支
援することも考えられる。

被災地で働くすべての人の就業や生業が成り立
つよう、当該被災者をはじめ企業・生業をエンパ
ワメントする方策が施されるべきである。
 （文責：青田 良介）

■中越地震では、棚田の再生や畜産業、養鯉業の
維持、あるいは小規模農地などの復旧・整備、水
田の自力回復のための経費補助や、避難させた家
畜や鯉にかかる輸送経費、預託（委託）経費、倒
壊施設の処分、死骸の処理経費、新たに家畜や鯉
を購入する経費に対する補助など、災害復興基金
を活用した支援が行われている。

❖　事　例

■阪神・淡路大震災の被災地では、乳幼児や学童
の保育、高齢者の介護・介助、配食サービスなど
の福祉分野をはじめ、文化や教育、環境、情報な
ど被災地の支援活動も兼ねた様々なコミュニティ・
ビジネスが展開されている。他方、ビジネスとし
て成り立たないものもあり、何らかの公的支援を
求める声も多い。

❖　事　例



36 研究紀要『災害復興研究』第 2号

被災者の就業や生業の確保
法的論究

❸　営生権と生業の確保

被災者の就業や生業の確保は、被災者の自律回
復のための第一歩であるといる。自律ができない
被災者に対する給付・サービスの提供よりも一層
アクティブな印象を受ける。

山中・青田氏の主張で強調されているのが、自
営業者の生業の確保である。労働者の就業の場の
確保は、勤労権（憲法第 27 条）の保障内容の一
つであるが、自営業者の生業の確保については、
憲法上の保障に関する議論はあまり行われてこな
かったきらいがある。

自営業者の生業の確保を、憲法レベルで議論す
るとすれば、第一に、職業選択の自由・営業の自
由（憲法第 22 条）の問題となる。これらの自由
は一見、経済的権利の性格だけを有しているよう
に見えるが、「生きがい」であるとか「人の人格
的価値ないし精神的生活」とも緊密な関係にある
といわれている。被災前に営んでいた生業を続け
るということは、被災者個人のアイデンティティ
の維持にも貢献するところであり、文字通り「生
きるための生業（なりわい）」の確保という意味
も見いだされることから、よりいっそう生業に対
する支援が求められるところである。

ところで、山中氏によると、自身が提唱する
「営生権」の対象は、労働者ならびに自営業者を
含めた幅広いものであるという。そうすると営生
権は、①労働者であろうと自営業者であろうと有
している職業選択の自由（憲法第 22 条）、②労働
者に特有の勤労権（憲法第 27 条）、③自営業者に
特有の営業の自由（憲法第 22 条）、を併せ持って
いるといえる。

営生権が目指すところは、就業の場や生業の場
を確保することにより、自律的な生活（憲法第
13 条）を営むことにあるが、仮にそういった場
が確保されずに自律した生活を送ることが困難に
なったときには、自律に必要な生活支援を受ける
ための生存権（憲法第 25 条）が営生権に派生し
た権利として位置づけられることになるだろう。

 （文責：山崎 栄一）

憲法第 27 条　すべての国民は、勤労の権
利を有し、義務を負ふ。

憲法第 22 条第 1 項　何人も公共の福祉に
反しない限り、居住、移転及び職業選択
の自由を有する。

憲法第 25 条　すべて国民は、健康で文化
的な最低限度の生活を営む権利を有する。
２　国は、すべての生活部面について、
社会福祉、社会保障及び公衆衛生の向上
及び増進に努めなければならない。

アイデンティティの意味
アイデンティティ（identity）とは、「ある

ものがそれとして存在すること」、またそうし
た認識をさします。「同一性」「一致」のこと
です。

広義には、「同一性」「個性」「国・民族・
組織などある特定集団への帰属意識」「特定
のある人・ものであること」などの意味で用
いられます。
（三省堂ワードワイズ・ウェブより抜粋）

〔アイデンティティという用語は、被災者個
人の自律的生を語る上で重要な用語である〕
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法的弱者の救済に配慮せよ
主張・論拠

❹　法的弱者・少数者支援

マンションの再建や復興まちづくり、さらには
住宅再建支援などでは、多数決による方針決定と
支給対象者への一定の線引きは、どうしても避け
られない。しかし、その際、法的弱者、法的少数
者をどう救済するかをしっかりと制度の中に位置
づけておく、セーフティーネットの準備が必須だ
ろう。

大震災では、脆弱な階層・脆弱な社会の「危う
い均衡」が壊されたことで多くの悲劇を生んだ。
年金暮らしのお年寄りでも生活できる低家賃だっ
た老朽アパート。貧困を補ってあまりある助け合
いの近隣社会。持ち家願望を空間の所有という一
種の法的擬制で実現させた経済社会。一瞬の揺れ
によって、この「危うい均衡」が壊れ、孤独死や
アルコール依存症、自殺、泥沼の法廷闘争など負
の側面を生んだ。これを区画整理や再開発という
外形的な復興まちづくりを進めるだけでは、少数
者がはじき出される「持てる者」だけの復興に終
わる可能性が高い。

脆弱な階層を元の町で吸収し、再定着をはかる
施策が必要なのだ。従前居住者の住まいを保障す
る受け皿住宅や、個々の住戸のプライバシーを確
保しつつ、台所や食堂を共用する助け合いのコレ
クティブハウジング、さらには行政が壊れた街区
一帯を買い上げ、分譲住宅と公営住宅を建設して
元の居住者たちに配分する住宅地区改良事業など
を組み合わせ、「危うい均衡」を「確かな均衡」
に変える再生のまちづくりが必要なのだ。

低所得の階層だけでなく、実は中堅層も潜在的
な脆弱階層なのだ。「戦後の経済成長を支えてき
たローン社会」という危うい均衡の代表格である
マンションは、阪神・淡路大震災で多くの問題点
をさらけ出した。法は改正されたものの、今後の
大都市災害では、さらに多くの法的弱者を生む危
険性を有しているのだ。

阪神・淡路大震災 10 年の検証報告に次のよう
な下りが出てくる。

「復興の過程、特にまちづくりを推進するため
にも、一定限度私権（特に財産権）を制限するこ
とが求められる。建築基準法や被災市街地復興特
別措置法等による建築制限がその典型であるが、
共有地の利用に関する合意形成の特例や所有権の
不行使に対する制約なども考えられてよい。建物
の再築等共有地の変更・処分は民法上全員の同意
が必要であり、マンションのような団体による多
数決主義は採用されていないが、共有者間で合意
形成が進まない場合には当該共有地を含む地区全
体のまちづくりが進まないという事態を招く。そ
こで、たとえば、被災市街地復興特別措置法上の
復興推進地区内では持分の多数決主義を採用し、
全員一致ではない多数決による共有地の変更を可
能にするような立法が検討されてよいのではない
か」。

確かに被災マンションの再建・補修をめぐる区
分所有法の規定や区画整理、再開発など、まちづ
くりを進めるうえでは、多数決もやむを得ないだ
ろう。だが、そのために法的弱者ともいうべき少
数者が切り捨てられることがあってはならない。

マンションの区分所有者はもともと事業目的を
同じくして集まった集団ではなく、建て替えなど
共同事業の前提になる相互信頼関係は極めて希薄
だ。最近は投資目的のマンション売買もあり、居
住者でない人が議決権を行使することになる。そ
もそも、1 個の物の上には 1 個の所有権しか存在
しない「一物一権主義」に例外を認める区分所有
権自体に問題があるのだ。

マンションのありようを根源的に検討すると同
時に当面、法的弱者を救済するセーフティーネッ
トを常に用意しておくべきだろう。
 （文責：山中 茂樹）
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制度の網に引っかからない
少数者への支援に留意すること

主張・論拠

❹　法的弱者・少数者支援

復興の様相は、災害の種類はもとより、時と場
所、人により様々である。さらに、人は年齢、性
別、家族構成、所得、ライフスタイル、健康状
態、国籍など千差万別であり、大多数に有用な方
策でも全てをカバーすることはできず、恩恵を被
らない少数者が発生する。例えば、利子補給制度
の構築により、借金できる人は再建できたとして
も、借金する余裕すらない人には何の役にもたた
ない。

これは、低所得者や高齢者、障害者に限った問
題ではない。要援護者を一律に定義することはで
きない。避難所で弁当を配っても、アレルギーや
宗教上の問題から箸をつけることのできない被災
者もいる。マンションの再建や補修、区画整理や
市街地再開発などにおける少数意見者は今後どう
暮らせば良いのか、防災集団移転により残された
家や商業施設の補償はどうするのかなど、制度の
網から漏れたがために生命や財産の危機に瀕した
被災者が取り残され、孤独に苛まれている。それ
らの声は、復興を急ぐ多数者の要望の中でかき消
されがちである。様々な尺度で見ることにより、
制度の網から抜け落ちる少数者を見落とさないよ
う注意しなければならない。

異なる環境や背景、条件を持つ人々がそれぞれ
の多様性を尊重しながら、共に支え合うことで共
生社会が成り立つ。一つの制度でもって一律的に
全ての被災者を救済するには限界があり、少数者
の境遇に配慮した柔軟で選択肢の多い復興支援策
を用意する必要がある。また、被災者の復興具合
に合わせて支援のメニューを増やしたり、スピー
ドに緩急をつけたりするなど、弾力性も要求され
る。

行政が制度を創設したり、サービスを実施した
りする場合には、均一性、公平性、平等性に留意
し、最大公約数的なニーズを優先せざるを得ない
面があり、少数者への配慮が後手にまわる傾向が
ある。米国では、この点を認識し、多数者に提供

するマスケア・サービス（Mass Care Service）
は行政が提供するが、個々の被災者が抱える多様
なしかし量的には少ないが故に対応してもらえな
いニーズ（Unmet Needs）についてはむしろ地
域密着型の民間組織（CBO、Community Based 
Organization）に委ねるという構図ができてい
る。CBO には、ホームレスや麻薬中毒者、高齢
者・障害者、エスニックグループなどマイノリ
ティや社会的弱者に対応する組織があり、それぞ
れが分野毎に普段から草の根レベルで活動を行っ
ている。行政とこれらが連携することにより、効
果的な役割分担が図られていく。

日本でも、阪神・淡路大震災を契機にボラン
ティアや NPO 活動が芽生えてきた。これらの民
間セクターは、行政とは異なる視点で、被災者の
一人ひとりに寄り添うことから活動をスタートさ
せていく。少数者を支援する担い手を行政が後方
支援する体制作りが求められる。
 （文責：青田 良介）

■阪神・淡路大震災では、被災した保険未加入の
外国人居住者・不法滞在者への医療費保障や外国
人学校を支援する制度がなく、災害復興基金を
使って支援の手が差し伸べられた。

❖　事　例

■ 1994 年の米国・ノースリッジ地震では、様々
なマイノリティ被災者に対応する多数の CBO
と、連邦、郡、市政府といった行政組織等とを
連携させる ENLA （Emergency Network of Los 
Angeles）という民間中間支援組織が誕生した。
これにより被災者の個々のニーズへの対処を CBO
に委ね、他方、制度で救済できるものは行政につ
なぐなど、マクロとミクロの双方から被災者にア
プローチすることが可能になった。

❖　事　例
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（コラム）復興における「平等」の功罪
主張・論拠

❹　法的弱者・少数者支援

日本人は「平等」や「公平」が好きである。ま
た「基準」というのも大好きである。横並び意識
が強い生来の国民性がそうさせるのかも知れな
い。だから、何か社会的な問題が起きると「基準
を作れ」とか「公平に運用せよ」と大合唱が起き
る。特に私のような法律を扱う職業の人間だとそ
の傾向が強いのであるが……。

とにかく「公平な基準」という言葉には、圧倒
的な説得力があり、市民に大きな安心感を与える
魔力がある。

しかし、その意味を深く考えたことがあるだろ
うか。広辞苑によれば「平等」とは「かたよりや
差別がなく、すべてのものが一様で等しいこと。」
とある。しかし、現実の社会の現象や物事の中に

「すべてのものが一様で等しい」などということ
はない。むしろ、多様性が尊重される現代社会で
は、全てが一様ということ自体が異様であり、完
全な平等などというのはフィクションや絵空事で
ある。にもかかわらず「公平な基準」を追求して
しまうところに悲劇が起きる。

私は、社会には「公平な基準」の犠牲者がたく
さんいて、その典型が、まさに災害復興の場面だ
と思っている。例えば、阪神・淡路大震災では、
仮設住宅の割当ての際に「公平」な抽選を優先し
た結果、コミュニティが失われ、数多くの孤独死
が出た。前例がないのを理由に様々な救済施策が
切り捨てられたが、これは過去の先例や被災地外
との公平性を重視したからだ。生活再建支援金の
額が全壊は一律 300 万円で、半壊は一律 0 円とい
う基準も、それ自体は公平だが、到底納得できな
い。復興施策に地域差があるという批判もよく耳
にするけれども、これは災害毎の特徴や背景の差
を無視した乱暴な議論である。

行政が平等原則を強調するときには、特に気を
つけなければならない。なぜなら、施策を最低限
のラインで打ち止め、レベルを抑え込もうという
ナショナルミニマムの力学が働いているからであ

る。とりわけ、生活保護等の福祉行政や、給付行
政の場面ではその傾向が顕著である。

しかし、最低ラインはあくまで最低に過ぎない
のであって、それを超えようとする動きを後押し
しなければ、社会が生き生きと元気になることは
ない。公平性にこだわって、本来の目的である人
権保障や、個人の尊重、また、被災者の再起の促
し、あるいは被災地の活性化が制限されることに
なれば、それこそ本末転倒である。

被災の状況は、時代背景、地域性、災害状況に
よって、それぞれ違う。同じ被災地でも、一人ひ
とりの被災者が置かれている状況は違う。だから
施策に差が生じるのも当然だ。にもかかわらず、
細かな不公平を誇大視する姿勢は、バランスを欠
いているだけでなく、目的を見失った制度至上主
義にほかならない。

平等原則は決して絶対的な原理ではない。憲法
で国民に保障されているのはあくまでも「平等
権」であって、国民に「公平性の甘受義務」が課
せられているわけではない。被災者の置かれた惨
状は、自らの能力や努力の欠如によってもたらさ
れた結果ではなく、憲法 14 条の列挙する「人種、
信条、性別、社会的身分又は門地」と同様に、天
から与えられた所与の条件の差というべきであ
る。憲法は、この所与の条件の差を埋めるため
に、平等権を謳っているのである。したがって、
災害によってもたらされた、自己責任では埋めが
たい格差を埋めて、被災者が自立する条件の整備
を図ることこそが、復興場面における本当の平等
であって、憲法 14 条の定める「条件の平等」の
ミッションである。

誰のための「平等」なのか、何のための「平等」
なのかという視点を持てば、平等の功罪が見えて
くる。
 （文責：津久井 進）
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制度の網にかからない少数者への支援
法的論究

❹　法的弱者・少数者支援

ここにいう「少数者」「法的弱者」についてで
あるが、制度の対象になっていないという「実体
的な意味合い」はもとより、災害復興に関する意
思決定プロセスから排除されているという「手続
的な意味合い」も含まれていることに注意しなけ
ればならない。少数者というのは政治的・社会的
に排除されがちであり、少数者の意見が復興支援
の制度設計ならびに運用に反映されずに、その結
果として法的弱者になりうる可能性を大いに秘め
ている。

ただ、ここにいう政治的・社会的排除には、
2 つのレベルが存在していると考えられる。一つ
は、全国レベルから見て、被災地（被災者集団全
般）が排除されているというレベルである。この
レベルにおける排除を克服すべく山中氏が提唱さ
れたのが、被災地の自決権であった。もう一つ
は、被災地レベルから見て、特定の被災者集団が
排除されているというレベルである。山中・青田
氏が憂慮している、避難所をはじめとする被災者
支援の場面、あるいは、被災マンションの再建・
補修や区画整理、再開発の過程で生じうる少数者
の切り捨てというのは、このレベルにおける排除
に該当する。

被災者支援の場面においては、一律的な取扱が
行われることによって、被災者の個性が無視され
る形になってしまった。意図的に排除したわけで
はないのであろうが、結果的に弱者が排除される
形となっている。事務処理の簡素化のためにはあ
る程度の線引きはやむを得ないが、だからといっ
て、弱者の切り捨てを正当化する事由にはならな
い。

建物の区分所有に関する法律の第 62 条によれ
ば、マンションの建て替えには 5 分の 4 以上の多
数決を要することになっている。たしかに、相当
数の比率を要求することで、少しでも弱者の切り
捨てを防止しようという努力は伺える。しかし、
1 人でも建て替えに異を唱えるものがいて、それ

でもあえて建て替えを敢行するというのであれ
ば、政治的・社会的に排除されているという事実
を払拭することは出来ない。であるから、多数決
の比率を上げればそれでどうにかなるという問題
ではないのである。

また、区画整理、再開発の過程において、借家
人は「もとにいた場所に帰る」という法的な保障
はなされないまま、いつ切り捨てにあうかもしれ
ないという、非常に不安定な立場に立つことを余
儀なくされることになる。

日本国憲法の出発点である個人の尊重の意義で
あるが、日本国憲法が「全体主義」を否定し「個
人主義」の立場に立つことを宣言したという意味
合いも含まれている。そうなると、自然災害にお
いては被災者を切り捨てることなく、最後の一人
まで国家が面倒を見ることを要請する。たとえ、
少数者や弱者の意にそぐわない選択肢が採用され
たとしても、自律的生が確保されるような配慮が
求められることになる。
 （文責：山崎 栄一）

建物の区分所有に関する法律第 62 条　集
会においては、区分所有者及び議決権の
各五分の四以上の多数で、建物を取り壊
し、かつ、当該建物の敷地若しくはその
一部の土地又は当該建物の敷地の全部若
しくは一部を含む土地に新たに建物を建
築する旨の決議（以下「建替え決議」とい
う。）をすることができる。
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被災地の地域性を
反映させること（2）

《趣旨》
被災者の生活再建は、被災した人々が暮らす地域

の復興と密接不可分である。人々と地域とを切り離

し、別個に復興を考える、これまで往々にして執ら

れた手法は乱暴であり、時には被災者の未来を奪う

ものであることをわれわれは肝に銘じなければなら

ない。また、復興は地域の過去と未来をつなぐ持続

的なものでなければならないはずだ。効率を優先

し、一律的な復興手法を用いることは、地域の衰

退、さらには日本の国土を荒廃させることになりか

ねない。復興には、地域の成り立ちに配慮し、地域

の主体性を尊重し、被災地の地域性を反映させた計

画を考えるべきである。
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地域の文化や習俗に留意すること
主張・論拠

❺　文化・習俗

大都心である阪神・淡路大震災の被災地では、
生活復興はもとより、住居を失った大量の被災者
の住まいの確保や新産業の創造に重点が置かれ
た。一方、中山間地を襲った新潟県中越地震の被
災地では、集落の再生に向けて、復興デザインの
策定や生業支援、都市との交流に力点が置かれて
いる。このように、復興のあり方を策定するにあ
たっては、被災地の地理的条件や地域性、産業、
文化、習俗などの特性に配慮しなければならない。

都会ではプライバシーの確保が優先される。地
域の結束を重視する「地縁」とともに、地域にと
らわれないが想いや価値を共有する「知縁」とい
う言葉が生まれた。市民社会が台頭し、一方で、
自治会や町内会など地域に根ざした住民組織の機
能が低下するなかで、NPO、ボランティアなど
外部の者が被災地に入り込み、地域の活性化に新
たな風を巻き起こした。地域のしがらみに捉われ
にくい都市部では、これら自ら「よそ者、若者、
ばか者」と称する人たちを受け入れやすい土壌が
あったともいえる。

一方、中山間地の集落ではコミュニティの結束
が強く、中越地震の避難所ではダンボールによる
仕切りが要らない、むしろ肩を寄せあって過ごす
ほうが余程安心できるとの声があがった。また、
被災で寸断された道路を集落で修復するなど、自
力解決の気概にも溢れている。集落には、運命共
同体ともいうべき生活を共にする人達で互いを助
け合う、都会とは異なる復興スタイルがある。一
人ひとりの個性を抑制するところがあるので「自
助」ではないが、ボランティアなど見ず知らずの
他人が手を貸す「共助」とも異なる「互助」の文
化がある。

こうした点を軽視して、画一的、前例踏襲的な
支援策を講じる、あるいは都市型の復興事例をそ
のまま導入しても、うまく適合することはありえ
ない。

地域の文化や習俗は、地域の実情に合わせて世

代から世代へと引き継がれてきた特有のものであ
る。棚田で生計を営む、牛を育てる、鯉を養殖す
るという、効率性を重視した社会とは無縁の行為
のなかで人と人とのつながりや社会とのつながり
が形成されてきたのであり、それらを踏まえた復
興を構築せねばならない。外部の支援者は経験者
づらすることなく、地域性に十分留意することが
求められる。

また、人間復興の観点からは、生活や文化、社
会経済システムなど、被災地域で喪失・損傷した
有形無形の全てのものが復興の対象とならなけれ
ばならない。
 （文責：青田 良介）

■復興基金では、地元自治体の裁量により地域の
実情に見合った支援メニューを作成できることか
ら、阪神・淡路大震災復興基金では多彩な住宅再
建支援策をはじめとした都市型メニューが、中越
大震災復興基金では集落再生を意識した中山間地
に見合ったメニューが作られた。例えば、中越大
震災復興基金では、集落の鎮守・神社・堂・祠を
コミュニティの交流の場と見なし、建替や修繕に
対する補助金を支給した。

❖　事　例

■ 2004 年のスマトラ地震津波災害に見舞われたス
リランカの被災地には、欧米を中心に海外から多
くの支援が届き、ドナーの支援を得た住宅再建が
行われたが、一軒家が多い農村部ではコンドミニ
アムへの希望者が現れなかった。一軒家でも、亜
熱帯地域では室内に熱気が篭もらないよう留守中
も窓を開け放しにする習慣があるため、鉄格子を
設置すること、竈で料理するためキッチンを家の
外につくるなどの配慮が必要であった。

❖　事　例
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地域の文化や習俗の尊重
法的論究

❺　文化・習俗

文化・習俗は、被災者個人のアイデンティティ
形成に大きな影響を及ぼす。辞書（『大辞泉』〔小
学館〕）をひもとくと、文化とは、「民族や社会の
風習・伝統・思考方法・価値観などの総称で、世
代を通じて伝承されていくものを意味する」と
あり、習俗とは、「ある地域やある社会で昔から
伝わっている風俗や習慣。風習。ならわし」とあ
る。ここでは、習俗を文化の中に含めておきなが
ら、憲法学者である杉原康雄の論考をもとに文化
国家の理念を紹介しておきたい。
「文化国家」は、『法律学辞典（第 3 版）』〔有斐

閣〕において、「積極的に社会の文化の発展を助
長することを目的とする国家」と定義づけられて
いる。「文化国家」は、「平和国家」、「民主国家」

「自由国家」「社会国家」（「福祉国家」）とともに、
新生日本の憲法理念であったという。それを裏付
ける証拠として、文化という文言が憲法や基本法
レベルの法規範において見いだされる。

文化国家という理念は、戦後の荒廃した中で提
唱された理念であったが、戦後復興がなされた時
点でもはや忘れ去られた存在のようになってしま
い、かえって文化に対する冷遇が予算面などに表
れているきらいがある。しかし、自然災害におい
て荒廃してしまった被災地においてこそ、文化国
家の理念を再び確認する意義が出てくるのではな
いだろうか。そうすることによって、文化が復興
施策の対象として再認識され、復興に関する予算
へのインパクトがもたらされることになる。

文化国家の理念は国家に対して、「文化的諸活
動の自由・自律性を前提としかつ文化的諸活動と
その成果の保存およびそれらへのアクセスと共有
に対する積極的かつ公的な援助・助成を要請する」
ことになる。そして、ここにいう文化的諸活動の
主体としては、国家ではなくて国民が想定されて
いる。ゆえに、国家は国民の文化的諸活動の自由
を侵害してはならないし、国家による公的な援
助・助成が行われるといっても、国家による「文
化の押しつけ」になることがあってはならない。
あくまでも文化的諸活動が被災地・被災者の主導
によって行われることが肝要である。
 （文責：山崎 栄一）

憲法第 25 条第 1 項
すべての国民は、健康で文化的な最低

限度の生活を営む権利を有する。

（旧）教育基本法　前文
われらは、さきに、日本国憲法を確定

し、民主的で文化的な国家を建設して、
世界の平和と人類の福祉に貢献しようと
する決意を示した。

教育基本法　前文
我々日本国民は、たゆまぬ努力によって築

いてきた民主的で文化的な国家を更に発展
させるとともに、世界の平和と人類の福祉の
向上に貢献することを願うものである。
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コミュニティの継続性に配慮せよ
主張・論拠

❻　コミュニティの継続性

コミュニティの継続性とは、地域・集落を構成
する人たちができうる限り元いた場所で生活を再
建できるように支援することを意味する。コミュ
ニティとは、一般的に人間が地縁・血縁・精神的
連帯などによって自然発生的に形成した集団と規
定されている。自然集落であり、町内会であり、
人為的に居住をともにする集合住宅でもあろう。
コミュニティが継続していくには、地場産業、地
域文化、郷土芸能、習俗、年中行事、医療、福
祉、教育などの再生・再開が不可欠である。従っ
て、外力によってコミュニティの継続性が唐突に
断ち切られることがあってはならない。

近年の災害で、ある程度まとまった数の世帯が
移転を余儀なくされたケースは少なくない。噴火
災害や山体崩壊、土石流など物理的に元の居住地
に戻ることができない場合と、復興にあたっての
政策・事業手法によって移転を余儀なくされる
ケースとがある。

問題は、これまで地域の復興にかかわる政策・
制度・事業手法が往々にして地域の継続性を副次
的なものとして扱い、防災を目的とする移転やま
ちづくりに重点が置かれてきた点だ。

阪神・淡路大震災では、区画整理や再開発事業
によって多くの借家人は、震災前の生活圏域から
遠く離れた郊外の復興公営住宅に移らざるを得な
かった。新潟県中越地震では、小千谷市が東山地
区で実施した防災集団移転事業により、結果とし
て地域は分断された。芸予地震では、広島県呉市
で災害関連緊急急傾斜地崩壊対策事業が実施され
たものの、多くの被災者は居住地を棄てなければ
ならなかった。

一方、福岡県西方沖地震で壊滅的な被害を受け
た玄界島では、崩壊した区域を福岡市が買い上
げ、整地のあと元の居住者に分譲、もしくは公営
住宅を提供する小規模住宅地区改良事業を実施
し、ほとんどの人たちを地域に帰した。

住宅地区改良事業は、阪神 ･ 淡路大震災でも兵

庫県芦屋市で実施されており、都市部でも十分に
通用する手法だ。ただ、自治体の負担割合が大き
い点が課題であり、災害特例を設けるべきだろ
う。また、新潟県中越地震で被災した旧山古志村

（現長岡市）では村民全員が帰ることを前提に徹
底した砂防工事などが実施された。

要するに地域の継続性を大切にすること。防災
を意識しながらも人々の暮らしと密接不可分の関
係にある地域を壊さない復興事業の手法がもっと
開発される必要があるだろう。
 （文責：山中 茂樹）

■コミュニティの連続性が断ち切られることに
よって、どんな問題が生じるのか。阪神・淡路大
震災の被災者が入る災害復興公営住宅で生じてい
るのは、「中抜け現象」という特異な事態だ。震災
前、震災直後、震災 10 年後の家族構成をみると
60 歳以上と 20 歳未満の階層は増えているのに、
20 歳代から 50 歳代の働き盛りの階層だけが激減
している。
　復興住宅が不便な郊外につくられたため、働き
盛りの層が仕事を求めて都心へ移り、時間の経過
とともに家族が崩壊していったとも見受けられる。
　一方、防災集団移転事業が実施され、地域が裂
かれた新潟県小千谷市では、残された集落に深刻
な不安が生じていた。戸数が減ることにより、残
留を決めた世帯にとっては、共聴アンテナを管理
するテレビ組合の負担金や集落運営費など金銭
面、草刈りや道路の清掃、観音様・鎮守様の冬囲
いや春の片付けなど共役面、町内役員の複数役兼
任など労務面で、それぞれ負担が増すほか、耕作
放棄による土地の荒廃といった生産面での影響が
懸念されていた。
　天明 3 年（1783 年）の浅間山大噴火では、最も
大きな被害を受けた鎌原村（群馬県）の復旧・復
興にあたって、近隣の富農 3 人が、生存者 93 人は
骨肉を分けた一族と思うべきであるとして、親族
の誓約をさせたうえ、妻を亡くした男と夫を亡く
した女を結婚させたり、親を亡くした子と子を亡
くした親を養子縁組させたりして、被災地の上に
新しい村を再建した。

❖　事　例
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被災者の生活基盤となる
コミュニティの継続性に留意すること

主張・論拠

❻　コミュニティの継続性

コミュニティは、町内会や集落あるいは集合住
宅など、居住場所を共にする人たちが互いに助け
合いながら生活を実現していく場である。経済偏
重社会や都市化の進展とともに地域コミュニティ
の力が低下するなかで、震災の経験を通じて地域
コミュニティの大切さが改めて認識された。被災
地で繰り広げられた支え合いのなかに人とまちの
基本の姿があったと言える。

また、中山間地等郡部には、集落において苦し
みや楽しみを共有する中で育んできた支えの文化
が定着している。自然環境の厳しいところに住ん
でいると、自分たちで自分たちの地域を何とかし
なければという自主自立の精神が宿るとのことで
ある。幼少の頃から共に農作業に携わり生業を営
みながら、昔は病人や生活物資を抱えて山越えを
し、今でも季節の節目には総出で祭りを催し、道
普請などの公共用務に携わるなど、運命共同体と
も言うべき「互助」の文化が形成されている。

都市でも郡部でも少子高齢化が進み、コミュニ
ティの担い手が少なくなってきた。都市部では、
コミュニティへの関心の薄さから若い人が寄り付
かなくなり、郡部では高齢者だけが取り残され限
界集落の問題が深刻化していく。

このため、担い手の多様化が求められる。自治
会や町内会といった既存の枠組みだけにとらわれ
ることなく、「よそ者、若者、ばか者」と称する
ような利害にとらわれない、NPO やボランティ
アなど自発的に活動を始める人を呼び寄せ、新た
な発想を取り入れることで、地域の良さを再発見
し、新たな夢を探る道が拓ける。そこに学識者や
都市計画プランナー、建築家、弁護士といった専
門家が地域に加わることで、夢が現実に向かって
走り出すことが可能になる。外部の人材を登用し
て地域を再活性化させる手立てがある。

また、コミュニティにおける女性の役割を軽視
してはならない。「ジェンダー」は先進国、途上
国を問わず重要な課題であり、例えば、マイクロ

クレジットの有用性など世界中で女性の役割が注
目されている。我が国では郡部を中心に依然男性
社会を中心に意思決定される機会が多いが、中越
や能登の被災地では女性による地元の食材を生か
したレストランが繁盛するなど、女性の社会的役
割が見直されてきた。

コミュニティ内部の活性化も重要である。コ
ミュニティがしっかりしているところほど、災害
に強い。個々人の住宅再建や生活再建だけでな
く、人間関係や助け合いの仕組みなど、コミュニ
ティの持つ危機管理機能や福祉機能を重視する必
要がある。

行政及び市民は被災地における地域コミュニ
ティの価値を再確認し、回復・再生・活性化する
よう努めなければならない。
 （文責：青田 良介）

■中越地震の被災地山古志村では、各集落の区長
がそれぞれの住民の意見をまとめ集団避難にこぎ
つけた。避難所や仮設住宅では集落毎に移転する
ことで被災者が落ち着きを取り戻した。山古志村
の機能そのものを集落毎に移転することでコミュ
ニティの維持が図られた。能登地震の被災地でも
同様の取り組みが行われた。

❖　事　例

■神奈川県平塚市では「ひらつか防災まちづくり
の会」というネットワーク型の市民組織を中心
に、分野毎に活動する地域密着型組織と地域単位
で活動する自治会が縦横に連携している。市役所
が条例を制定して資金や場所の提供等後方支援す
ることにより、コミュニティレベルによる防災ま
ちづくりが進められている。

❖　事　例
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被災者の生活基盤となる
コミュニティの継続性

法的論究

❻　コミュニティの継続性

コミュニティの継続性であるが、憲法的な意
味合いをどこに見いだすべきか。高橋和之によ
ると、「個人の自律的生にとって、そのアイデン
ティティの形成 ･ 維持はきわめて重要であるが、
歴史的 ･ 文化的特徴を共有する地域共同体への帰
属意識は個人のアイデンティティの重要な構成要
素であり、﹃個人の尊重﹄ はかかる尊重を要求す
る」としている。確かに、地域コミュニティと
いった社会集団は、個人のアイデンティティの構
成要素であり、個人が自律的生を構想する基礎と
なる。一度、被災をし、地域コミュニティにも影
響が及ぶことで個人のアイデンティティが崩壊の
危機に直面することもあり得るわけで、そうなる
と自律的生自体が困難となってしまうだろう。そ
うなると、地域コミュニティという一見人権とは
関わり合いが薄そうな存在も実は自律的生という
視点からして憲法第 13 条の保護対象ということ
になるのである。

他方、被災後の新たなコミュニティ形成が「新
たな価値創造」「新たな自律的生の展開」という
形で積極的にとらえることも可能ではある。そう
なると、これまでに培ってきた価値と新たな価値
との選択ないしはバランシングという話に行き着
いてしまいそうであるが、その際にも自律的生を
希求した結果としての自己決定が尊重されなけれ
ばならないということは確認しておくべきであ
る。要するに、被災者ないし被災地の決定が尊重
されなければならないということである。

そういったコミュニティ形成を図るためには、
憲法第 22 条第 1 項にある居住・移転の自由が保
障されている必要がある。被災地からの移転の強
制は居住・移転の自由を侵害するとともに、コ
ミュニティを破壊する第一要因となりうる。居
住・移転の自由は、一見、経済的自由の性格だけ
を有しているように見えるが、人のコミュニケー
ション・表現活動の基礎条件となることに着目す
ると、精神的自由の側面をもっている。

コミュニティの継続性については、憲法第 13
条の自律的生以外からの根拠づけも可能である。
憲法第 29 条にある財産権保障の一環として、災
害後における「コミュニティ空間の回復」が要請
されるという見解（棟居快行）がある。

このように、コミュニティが憲法の人権規定と
関わり合いが深いということを指摘することが出
来るものの、コミュニティの内容そのものが曖昧
で、そこからは何でも導き出すことが出来てしま
う反面、法的にはコミュニティをどのようにして
保障するのかについては、明確な言及が出来ない
という問題点も抱えている。
 （文責：山崎 栄一）

憲法第 29 条　財産権は、これを侵しては
ならない。
２　財産権の内容は、公共の福祉に適合
するやうに、法律でこれを定める。
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地方自治の強化に留意すること
主張・論拠

❼　地方自治の強化

地方分権は、国の地方分権委員会やその後の地
方分権改革推進委員会において検討が重ねられて
きた。1996 年 3 月の「地方分権推進委員会中間
報告」では、地方分権推進に至った背景や理由を

「中央集権型行政システムの制度疲労」「変動する
国際社会への対応」「東京一極集中の是正」「個性
豊かな地域社会の形成」「高齢社会・少子化社会
への対応」としている。また、2008 年 5 月の「地
方分権改革推進委員会第 1 次勧告」では、「国と
地方の役割分担の基本的な考え方」について、「国
は①国家としての存立に関わる事務、②全国的に
統一して定める基本的な準則に関する事務、③全
国的な規模又は視点で行う施策や事業など、本来
果たすべき役割を重点的に担うように中央政府の
役割を限定し、住民に身近な行政は地方自治体に
移譲し地方の裁量と責任で実施することが基本で
ある」としている。

このことから災害復興にあたっても、住民に身
近な地方自治体が主導的な役割を果たす必要があ
る。被災地の地方公共団体は、地方自治の本旨に
従い、復興の公的施策について主たる実施責任を
負う。国は被災公共団体の自治を尊重し、これを
支援・補完する責務を負うことが求められる。

しかし、現実には、復興に必要な権限や財源は
依然として国の手元にあり、国の意向に負うとこ
ろが大きい。災害救助法の下では、現金支給が運
用されず被災者のニーズに充分に対応できない、
適用基準が一律で地域に応じた柔軟性に欠けるな
どの指摘がある。新たな制度創設も、国の一国一
制度の壁に阻まれてしまう。

補助金については、①調整に時間を要するなど
即決性に欠ける、②補助対象や要件が一律で被災
地の実情に合いにくい、③事業毎に縦割りの財政
措置が講じられ事業関連携が難しい、④年度予算
配分や事業期間等が予め定められ変更が容易でな
い、などの問題がある。

こうした課題を解決するために、震災復興基金

や地方の裁量を大幅に認める国の交付金制度等が
創設されるなど、少しずつではあるが、地方主導
の復興に役立つツールが整備されてきた。しか
し、前者は恒久的な制度ではなく、後者は復興に
特化したものでないなど、地方分権に充分見合っ
た制度が整備されたわけではない。

また、地方分権の強化が提唱されるのは、地方
自治体が住民のニーズに身近で対応するのに適し
ているからである。従って、住民自治の観点から
も、ひとり行政が一方的に対処するのでなく、住
民やコミュニティ、NPO など民間セクタ－の力
も活用した公民連携を展開する必要がある。特
に、NPO や市民団体による復興支援活動という
ものが正しく認知され、そこに適切に資源が送り
込まれるような社会を形成することが不可欠とい
える。「自助」「共助」「公助」を協働させる地方
自治の強化が復興でも求められる。
 （文責・青田 良介）

■阪神・淡路大震災では、深刻な状況に追い込ま
れた被災地経済を自立的復興に導くため、規制緩
和や税の優遇措置を求める「エンタープライズ・
ゾーン構想」を被災地から提案したが、「一国二制
度」につながるとして国の理解が得られず、兵庫
県・神戸市で独自の企業誘致策を展開するしかな
かった。

❖　事　例

■新潟県では、中越大震災復興基金を活用し、民
間の中間支援組織である中越復興市民会議と協働
して、集落のデザイン策定を支援したり、被災地
に「地域復興支援員」を配置したりするなど、公
民連携による集落の復興支援に取り組んでいる。

❖　事　例
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（コラム）復興と地方自治とボランティア
主張 ･ 論拠

❼　地方自治の強化

地方自治は、憲法第 8 章（92 条～ 95 条）に規
定されている。憲法の規定の中で地方自治は比較
的地味な存在だが、戦後になって新たに設けられ
た重要な規定である。戦前の府県制・市町村制の
下では、地方自治体はあくまで国の下位機関に過
ぎず、その制度レベルも極めて低く、明治憲法に
は地方自治に関する条文さえなかった。

しかし、新しい日本国憲法は、地方自治を重要
な制度として盛り込んだ。新設した趣旨は、大き
く 2 つある。一つは、地方公共団体の地位を、よ
り高くし、また独立性をも認めようとしたところ
にある。そうすることによって、国と自治体との
間で、チェック＆バランスを確保しようとしてい
るのである（いわゆる「団体自治」）。もう一つは、
地方においては国政と異なり、直接民主制をふん
だんに採用し（93 条の首長公選制、95 条の住民
投票制、リコール制など）、これらを通じてヴィ
ヴィッドに民意の反映を図ろうとしているところ
にある（「住民自治」）。この団体自治・住民自治
と称される “地方自治の本旨” は、「地元のこと
は自分で決めるのが最良だ」との考え方に基づい
ている。

文部省（当時）が作った教科書『あたらしい憲
法のはなし』は、地方自治について次のように
書いている。「国は国民のあつまりで、国民の一
人ひとりがよくならなければ、国はよくなりませ
ん。それと同じように、日本の国は、たくさんの
地方に分かれていますが、その地方が、それぞれ
さかえてゆかなければ、国はさかえてゆきませ
ん。そのためには、地方が、それぞれじぶんでじ
ぶんのことを治めてゆくのが、いちばんよいので
す。なぜならば、地方には、その地方のいろいろ
な事情があり、その地方に住んでいる人が、いち
ばんよくこれを知っているからです」。たいへん
重要な基本理念を、とても分かりやすく言ってい
る。

地域には、その地域の風土、歴史、思想、文

化、コミュニティがある。これらは憲法が尊重す
る貴重な価値にほかならない。戦時中は国家一丸
をスローガンとする全体主義で、地域の自主性は
全く顧みられなかった。地域は切り捨てられ悲惨
な結果も招いた。その反省から、日々の生活に密
着した身近な問題については、その地域を知って
いる住民たちに我が事として取り組んでもらおう
としたのである。新憲法施行後しばらくの間は、
戦災復興は基本的に各地域に任せて進められた。
そのため、戦後復興期は、地域独特の文化が再生
し、昔ながらの伝統も、コミュニティを通じて人
から人に伝わっていき、直接民主主義が活きた時
代でもあった。

この地方自治の考え方は、災害復興の場面にも
そのままピッタリ当てはまる。

被災地の復興方針は、基本的に地方自身が決め
るべきである。その地域を襲った自然災害の怖さ
は、そこに住む人が一番よく知っている。災害の
悲惨さも、そこに住む被災者が一番よく知ってい
る。そして、どのように被災地を再生させたらよ
いかは、そこで地域を治めてきた自治体と、その
構成員である住民が一番よく分かっている。なぜ
なら、その地域の風土、歴史、思想、文化、コ
ミュニティを、我が事として最もよく知っている
からである。したがって、復興方針の策定にあ
たって、団体自治・住民自治の基本原理を貫くこ
とが何よりも重要である。災害復興の場面でこ
そ、憲法の地方自治制度を活用すべきなのである。

ところが、1956 年の教育長公選制の廃止、竹
下内閣時のふるさと創生事業に象徴される全国画
一的な地域施策が、地方自治を後退・衰退させ、
さらに、近時における三位一体改革につながって
きている。近時の憲法の後退の潮流と、地方自治
の停滞は軌を一にしていたとも言える。

災害対応についてもその影響がなかったとは言
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えない。

現場主義という言葉がある。最近は政府官僚が
早期に被災地入りする様子が見られ、一見、現場
主義が実践されているようにも見える。しかし、
実際のところはそうなっていない。災害対策基本
法では、各地域の防災、応急対応、復旧の第一次
責任主体を各地方公共団体としているものの、国
も一定程度でコミットする形をとっており、実際
には財務的な施策によって強力なコントロールが
及んでいる。

この点に関して、決して間違えてはならないこ
とがある。いくら政府が現場に出向いたとして
も、あくまで復興を推し進める主体は地元・被災
者でなければならないということである。防災に
ついては、一定の水準を国が担保する必要がある
かも知れない。しかし、復興について地域差があ
るのが当然だし、まさに憲法の地方自治の原則が
妥当する場面である。被災地の現状をその目で直
に見て、被災者の悩みに直に耳を傾けて、被災
地・被災者の実情を肌で感じて、はじめて復興の
ベクトルを定めることができるのである。一定の
水準よりも、むしろ現場の尊重こそが要求される
のである。

阪神・淡路大震災では、政府が震災 5 日後に「阪
神・淡路復興対策本部」を立ち上げ、続いて約 1
カ月後には「阪神・淡路復興委員会」を立ち上げ
て、復興方針について国がイニシアチブを取る体
制を整えた。その功罪はいろいろあるが、一つの
大きな過ちは、現場主義が貫徹されていなかった
ところにある。

一例を挙げると、現場の状況に見合わない極端
に開発主義的な方針が立てられた。これは、現場
の実情に合わせずに、国の助成・補助の枠組みに
合わせた復興プログラムの作成が進められたこと
による。

他方で、国の専権であるはずの「法システムの
創出」（法制度の確立）は行われなかった。手も
金も出さないのに、細かな事には口は出すとい
う、地方自治の本旨からすると全く逆さまのベク
トルで復興が進んだ。その傷跡は今でも深い。そ
れ以降の自然災害では、被災自治体が積極的に前

面に出て頑張っているけれども、鳥取県西部地震
や新潟県中越地震でも、積極的な県の施策に対し
て、冷や水を掛けるような国の対応がたいへん見
苦しく映った。

復興の片方の翼は、地元自治体が担わなければ
ならない。「団体自治」といわれる由縁である。
地元自治体がもっと積極的に復興活動ができるよ
うにするためもっと十分な裁量権を付与する必要
があり、三位一体改革の理念は、復興場面でこそ
実行しなければならない。

そして、もう片方の翼は、市民が担うべきも
の、すなわち「住民自治」といわれる部分である。
現在の復興システムでは、被災者の意思を反映さ
せる仕組みが極端に少ないので、民意反映の手続
き的な仕組みが必要である。

ところで、住民自治の主体が、被災者自身を意
味することは言うまでもないが、被災者のみなら
ず、ボランティアの存在も含めて考えるべきであ
る。ボランティアは、今や、市民の自律的・独立
的な活動主体に成長している。とりわけ、災害ボ
ランティア活動は、被災地における地域復興の牽
引役となり得ることが、数々の実例によって力強
く実証されている。

率直に見渡せば、復興に関する現状の法システ
ムは不十分である。そのため、法制度が本来果た
すべき役割を果たせていない。この法制度の不整
備によって、あちこちにあいた穴を、ボランティ
アの “バイタリティー” “経験の蓄積” “専門性” 
“ネットワーク力” によって埋めてきたのである。
つまり、ボランティアが、政府が果たすべき役割
を代わりに実行しているともいえるのであって、
ボランティアが「新たな公」の担い手と称される
理由が、まさに災害復興の場面にこそ見出される
のである。

こうしてみると、被災者とボランティアが結合
することによって編み出される市民力こそが「住
民自治」における復興主体となるべきであって、
そこにこそ新しい時代の地方自治の形がある。
 （文責・津久井 進）



50 研究紀要『災害復興研究』第 2号

地方自治の強化
法的論究

❼　地方自治の強化

ここでは、地方自治のあり方に触れておきた
い。憲法第 92 条にいう「地方自治の本旨」とは、

「住民自治」と「団体自治」の 2 つの要素から成
り立っている。

この 2 つの要素からいえることとして、まず、
団体自治からは自治体独自の法的権限や財源の問
題を取りあげることができる。災害時において
は、災害の規模によって一時的な中央集権はやむ
を得ないが、その後は徐々に自治能力を回復し、
自治体主導で災害復興が行われていくというのが
理想的な姿である。とはいえ、そもそも平常時か
ら自治体が中央政府から独立し、自らの政策を独
自に実施する能力を与えられているのであろう
か。地方自治といえば、住民自治が先にイメージ
されがちであるが、実はそれ以前の問題として取
りあげておかなければならない事柄である。地方
自治の強化に関する議論は、団体自治のあり方の
議論と直結している。地方分権は現在進行形の形
で行われつつあるが、その不十分さが災害復興時
には大きく現れてしまう。

住民自治という視点からは、いくら権限・財源
を確保できたといっても、被災地における住民自
治が確立されていないと、ごく一部の人間のため
だけに権限・財源が行使・使用されかねないとい
うことを指摘しておかないといけない。

現状としては、復興政策に関する十分な権限・
財源が被災自治体に与えられているとはいいがた
い。しかし、それを補完する存在として、住民・
コミュニティ・NPO といった復興の担い手がい
る。これらの担い手を復興計画の策定段階から積
極的に参加をさせて、復興施策の渦の中に取り込
んでいかなければならない。地方自治を強化して
いくという過程において、権限・財源の委譲に加
え、当然に復興政策への住民参加という視点も注
入されることになる。ここではまさに「住民自治
があっての団体自治」「住民自治によって補完さ
れる団体自治」ということができるのである。被

災地の復興政策における、住民参加がもたらすメ
リットについては各論「 　復興指標」の項も参
照されたい。
 （文責：山崎 栄一）

憲法第 92 条　地方公共団体の組織及び運
営に関する事項は、地方自治の本旨に基
づいて、法律でこれを定める。

住民自治と団体自治
憲法第 92 条にいう地方自治の本旨と

は、住民自治と団体自治から成り立って
いる。

住民自治とは、住民が地域的な行政需
要を住民の意思に基づいて自らの責任で
行うことである。

団体自治とは、国から独立した地方公共
団体が、自己の事務を自己の機関により自
己の責任において処理することである。

両者の関係であるが、住民自治が目的
であり、団体自治はその手段であるとさ
れている。

地方自治を被災地においてデフォルメ
してみると「住民自治＝被災者自治」と「団
体自治＝被災地自治」ということになるだ
ろう。
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《趣旨》
復興は、被災者と被災地の自治体、さらには地

域・集落が主体となって推進すべきである。政府

は、そのための仕組みを構築するとともに後方支援

の環境整備に努めなければならない。もとより環境

整備とは財源の確保であり、制度の整備であり、被

災者や被災地の実情に見合った復興推進体制の構築

や指標づくりである。

人間復興の基盤構築（3）
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復興の推進基盤となる
制度や財源づくりに留意すること

主張・論拠

❽　制度・財源

我が国では、災害後の応急対応や復旧を支える
立法措置は必要最小限にとどめられ、既存の法令
の弾力的運用を図ることを優先させてきた。財政
支援措置も多くは臨時的なもので、恒久的な仕組
みが構築されていない。

支援の使い道を全国一律にする考え方も支配的
で、昨今の社会的状況や被災地の実情にそぐわな
い旧態依然ともいうべきものもある。災害救助法
の運用では、現物主義が貫徹され現金給付は一部
を除いて事実上適用されない。避難所の期間延長
や単価の引き上げ、応急仮設住宅の規格、設備の
基準超えについては、国との協議に依然として時
間を要する。

復興に関しては、災害対策基本法の一箇条にそ
の言葉が登場するのみで、明確な定義もなく、補
償のための制度的な裏付けがない。国の支援は原
形復旧にとどまり、復興を機により良いものをつ
くろうとすれば、プラスαと見なされ支援の対象
からはずされてしまう。「私財の形成に公的資金
は投入できない」との立場を堅持しているため、
被災者の自立が遅々として進まないのも事実であ
る。

復興を推進するにあたっては、その基盤となる
制度や財源の裏づけが欠かせない。地域や災害の
種類によって、復興の過程が異なることから、色
んな施策ができる実用的で使い勝手の良い財源が
不可欠である。さらに、そうした「金」が「人」
や「物」と一体となって機動的に動く仕組みが求
められる。

そうしたなか、被災者や被災地支援のために、
もう一歩踏み込んだ施策を展開する上で災害復興
基金が創設され、実態に見合ったきめ細かな支援
を行っているが、恒久的な制度でないため、その
都度、国との協議を要する。そもそも地方交付税
交付金不交付団体には適用されないし、昨今の国
や地方の財政事情から引き続き地方交付税に依存
できるのかといった不透明な部分がある。

また、被災者生活再建支援法により実質的に被
災者の住宅再建を補償する制度がつくられたが、
被災者を支援するには依然不充分である。共助の
仕組みを活用した住宅共済のあり方や自助を強化
する地震保険のあり方についても、検討を加える
必要がある。義援金といった寄付文化の醸成や民
間資金の活用についても検討の余地がある。

復興に関する様々な支援策は、これまでの仕組
みを継ぎ足ししながら、ばらばらに構築されてき
ており、制度全体として一貫性に欠けている。災
害救助法や弔慰金の問題、事前の耐震化と事後の
支援金や共済との関係など、色んな制度を棚卸し
した上で、人間復興の観点から「復興基本法」の
創設といった制度の根幹を規定する仕組みや財源
づくりを充実させる必要がある。
 （文責・青田 良介）

■被災者生活再建支援法支援金に加え、鳥取県に
よる住宅再建への助成や兵庫県による住宅共済、
その他各自治体により上乗せ、横出しも含めて地
方独自の支援策が展開されてきたが、それでも支
援が充分とはいえない。

❖　事　例

■復興基金は時限的な制度であり、その後の復興
をどう支援するか不確実である。恒久的な制度で
ないため災害の度に設立されるという保障がな
い。宮城・岩手内陸地震では災害復興基金が設立
されず、被災者の自立支援が不十分な状況である。

❖　事　例
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復興の推進基盤となる制度や財源づくり
法的論究

❽　制度・財源

復興政策を実施する以上は、法制度的な根拠づ
けならびに財源的な根拠づけが不可欠であること
はいうまでもない。個々の法制度や財源について
の言及は青田氏に委ね、そういった法制度や財源
にわれわれがどのように接していくべきなのかに
ついて言及しておくことにする。

法制度のあり方や財源のあり方について、被災
者がきちんと把握し、自分なりの意見をもって、
かつ、そういった意見を反映させられなければ、
被災地による被災者による自律的な復興というの
は、政策レベルにおいてはおぼつかないというこ
とになってしまう。ところが、われわれも含め
て、法制度のあり方について特に立法能力を有し
ている人間が日本にどれだけいるのだろうか。実
際のところ、法制度に関するテキストを探してみ
ても、法制度の読み方についてのテキストはいく
らでも存在しているが、法制度の作り方について
のテキストというのはあまり見あたらないという
のが現状である。また、財源のあり方について、
国・自治体の財政をどこまで把握できているので
あろうか。

そう考えると、被災地における復興、ひいては
日本の民主主義が今後さらなる発展を遂げるため
にクリアしなければならないハードルというもの
が自ずと見えてくるのである。法制度のあり方や
財政のあり方について、きちんとした意見を主張
しようとするのであれば、それ相当の努力が必要
とされるということである。

復興政策を実施する行政をコントロールする手
段としては、①「法律による行政の原理」に基づ
いて行政の組織や権限の行使について法的な根拠
づけを求めるという方法と、②「財政民主主義の
原則」に基づいて財政の統制を議会に行わせると
いう方法が考えられる。これらの原理・原則は、
第一に国政上のものであるが、もちろん被災自治
体においても妥当すべきものである。

法律による行政の原理に関する考え方の一つと

して、「本質性理論」があり、本質的決定は議会
自らが下すべきであり、行政に委ねてはならない
という考えがある。そこからは、基幹的組織・制
度、基本的政策・計画、重要な補助金等について
は、法律による根拠づけが必要であるとされる。
そうすると、復興基金という制度は被災地の復興
に大きな影響を及ぼすのであるから、なるべく恒
常的な法制度として確立すべきであるという要請
がなされるのではないか。被災地もこのような視
点に立ちながら、条例等のルール作りを行ってい
くべきであろう。

財政民主主義の原則（憲法第 83 条）も、「国民
の、国民による、国民のための財政」の実現を目
指すものであって、財政の統制を議会にのみ委ね
るだけでは不十分である。この原則を被災地にデ
フォルメするならば、被災地住民は積極的に財政
運営の監視や個々の政策形成に関与しなければな
らないし、そういった財政に対する住民参加が保
障されるような枠組みが確保されなければならな
い。
 （文責：山崎 栄一）

法律による行政の原理
行政法の基本原理であり、行政活動が

法律に基づき、法律に従って行われなく
てはならないことを要請している。

憲法第 83 条　国の財政を処理する権限
は、国会の議決に基いて、これを行使し
なければならない。
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一歩後退の復興に配慮せよ
主張 ･ 論拠

❾　段階的復興

防災基本計画は、円滑な復旧・復興をはかるた
めに地方公共団体は「迅速な原状復旧を目指す」
か、「災害に強いまちづくり等の中長期的課題の
解決をも図る計画的復興を目指す」か、について
早急に検討し、復旧・復興の基本方向を定めよ、
とする。そして、防災まちづくりは、密集市街地
を道路の拡幅や区画整理、再開発によって秩序あ
るゆったりとした街に創り変える。そのために建
築制限をかけ、敷地面積を供出する「減歩」や街
区の形を整えるため居住場所を入れ替えたり、ず
らしたりする「換地」などの手法を用いる。さら
には、街の構成を平面から垂直に変え、道路拡幅
や防災公園の余剰面積を生み出す、といった手法
を紹介している。

しかし、この防災まちづくりが、阪神・淡路大
震災では被災者の自立を置き去りにして進めら
れ、多くの怨嗟を生んだ。地域から借家人をはじ
き出した家主復興、ミドルクラスを負のスパイラ
ルに追い込んだ二重ローン、近代的ビル街が抹殺
した下町商業、マンション群が拒絶した長屋コ
ミュニティ等々、大震災後に「復興災害」（塩﨑
賢明・神戸大教授）ともいうべきさまざまな問題
が発生した。鳥取県西部地震の復興を指揮した片
山善博知事（当時）は「被災後は被災者の生活再
建やコミュニティの継続を最優先させ、防災のま
ちづくりなどは平時にやるべきだ」とした。

まちの復興を急ぐのではなく、バラック建ての
店舗による営業再開や補修しただけの傷ついた家
での再生があってもよいはずだ。まず、人々がど
んな形にせよ、元の暮らしに近い日常を取り戻す
ところから被災地の再建を考えるべきなのだ。復
興の主役は「街」ではなく、「人」なのだから。
「一日一歩　三日で三歩　三歩進んで　二歩さ

がる」。演歌歌手水前寺清子が歌ってヒットした
365 歩のマーチのように「2 歩後退や 1 歩後退の
復興」もこれからは視野に入れなければならない。

被災者支援とは、福祉的救済措置ではない。ま

さしく被災者の再建、そして人の集合としての被
災地の再生こそが復興である。わが国の災害復興
は、これまで「公共事業中心」「インフラ復興優先」
であった。しかし、その結果、「被災者の拠点喪
失・漂流化」「コミュニティの萎縮」「地場産業の
衰退」など、いろんな問題を生じさせた。格差社
会、高齢化社会である。この問題を放置しておけ
ば、災害を契機に被災者の貧困化や限界集落・消
滅集落の増加、地場産業の衰退、地方文化の断絶
など、取り返しのつかない地域問題や人権問題を
引き起こしかねない。
 （文責・山中茂樹）

柏崎市「移築 OK」　暖かく快適、我が家に
07 年 7 月の新潟県中越沖地震で柏崎市に建設さ
れた木造仮設住宅について、市は被災者の土地へ
の移築を認める方針を決めた。今春、数戸の移設
を目指している。仮設住宅の入居期限は今年 8 ～
9 月だが、自宅再建のめどがたたない被災者も多
く、市の担当者は「早期の住宅再建を促し、建築
材料もリサイクルできる妙案。被災地では初の試
みでは」と話している。

（毎日新聞　2009 年 1 月 19 日）

❖　事　例

「災害復興基本法の制定を〜この国のありよう問
う﹃復興﹄の視点」
耕作放棄し、年金暮らしの男性（79）＝日野町門
谷＝は、地震後、次男宅に身を寄せたが、「窮屈
でなあ。都会は好かん」と 2、3 日で舞い戻ってき
た。生命保険を解約して墓を直し、崩れた石垣と
半壊の母屋を補助金をもらって修理した。とはい
え、まだ蔵や作業場にはブルーシートがかかる。

（月刊ガバナンス 12 月号・2005 年）

❖　事　例
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進捗状況に応じた
段階的な方策に留意すること

主張・論拠

❾　段階的復興

復興にあたっては平時の社会や経済の状況、地
域の活性化の施策との連続性に配慮する必要があ
る。共生社会のなかで復興施策を展開するにあ
たっては、目的や対象に応じて多様性を確保する
必要がある。衣食住（あるいは、医職住）の最低
限の確保など速やかに行うべきものと、長年に
渡って住みなれた所で生活を営むためのまちづく
りなど段階的・継続的に行うべきものとを、それ
ぞれのタイムスパンに応じて区別して考えなけれ
ばならない。

また、個々の被災者の特質やそれぞれの災害の
状況に応じて復興のスピードが異なる。そのため
スピードの緩急も求められる。例えば、まちづく
りを推進する際に、速やかな解決に傾注して対象
地域に建築制限をかけ計画的に復興を推進してい
くのが、中長期的な課題解決につながるとは限ら
ない。

阪神・淡路大震災では、期限付きの公費解体の
影響によって修繕可能なものまでが瓦礫と化し、
被災地からの人口流出につながったことも否定で
きない。そうした地区でインフラを整備し、土地
区画整理、市街地再開発の網がかぶせられると、
住宅着工までにかなりの時間を要する。折角、再
開発ビルが整備されても、権利床が高価で零細な
地主や家主が戻れない、保留床の分譲価格も高価
で入居者が集まらないなどの問題が生じ、まちの
賑わいを見越して先に営業を再開した小売店や飲
食店までが共倒れし、結局のところまちの衰退に
至る恐れがある。さらに、同じ被災地でも、裕福
層が住む地域とそうでない地域、利便性の良い地
域とそうでない地域とで復興格差が生じてしまう
場合もある。

従って、被災地によっては、バラック建ての店
舗を再開したり、仮補修しただけの家屋で再出発
したりする。そのために既存の空家や空き地を暫
定的に借り上げるなど、恒久的な建築物が完成す
る前に一旦仮復旧させることで、被災者が元の暮

らしに近い日常を取り戻し、そこから復興を考え
るいとまを提供する方策も重要である。高齢者に
はリバースモーゲージを拡大したり、定期借地権
方式を導入したりするなど、身の丈に見合った復
興策を提示すべきである。あるいは仮設市街地構
想のように段階的に再建を行い仮設コミュニティ
を形成することも考えられる。

また、自然豊かな中山間地では、地震の後に水
害や雪害に見舞われる影響により、当初設定した
被害認定や復旧・復興計画を見直すことも必要で
あり、もし変更が効かないとなると何を目的とし
た再建なのか不明となってしまう。

被災者が主体になって将来像を描き、夢をまち
づくり運動のなかで実現していくためには、被災
者があせりを感じることのない過渡的なまちづく
り計画や施策が必要である。
 （文責・青田 良介）

■阪神・淡路大震災で被害が甚大であった密集市
街地では、無秩序な建築活動を防ぐため 2 カ月間
の建築制限を実施した。しかし、住民の反発を招
き、関係者の十分な合意形成を得ることが困難で
あったため、二段階に分けて土地区画整理事業と
市街地再開発事業の都市計画を決定した。第一段
階は事業の区域、幹線道路等の大枠のみを決め、
第二段階でまちづくり協議会などでの住民の合意
形成を踏まえ、区画道路や街区公園等を決定した。

❖　事　例

■新潟県中越地震では、避難勧告・指示を受け、
長期避難を続けている地域の家屋の被害につい
て、冬の間の積雪被害があっても、地震による被
害と認定することを決めた。

❖　事　例
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進捗状況に応じた段階的な方策
法的論究

❾　段階的復興

これは、復興プロセスの問題である。いってみ
れば、最初から「本格的な復興」を目指す従来の
一本足打法でいくのか、「仮の復興」というステッ
プをおくツーステップ打法でいくのか。これは、
コミュニティの継続性の議論とも関わりが深い問
題である。コミュニティの継続性を復興手続上保
障するには、「仮の復興」というステップもあり
得るということだ。これまでは、荒廃した被災地
を、これまでに積もり積もっていた問題とあわせ
て一気に解決するという、「一発逆転的な発想」
に固執することで、人間中心主義とは対極にある
都市中心主義な復興政策が展開されてきたのでは
ないか。

復興政策はいくつかの課題が重なって構成され
ている。コミュニティの継続性という重要な政策
課題の存在を無視した性急な制度設計とその押し
つけは、「制度の狭間」や「制度に見捨てられた人」
を作り出す要因となってしまっている。

こういった要因としては、被災地の復興にあ
たっては、科学とテクノロジーを駆使しながら科
学的・合理的な復興計画を策定し、それを推し進
めることが不可欠であるという、「社会計画思想」
が行政や専門家集団の中に浸透しているのではな
いかと思われる。

社会計画思想は行政や専門家集団といったエ
リートによる社会管理の理念と結びつきがちであ
り、このような思想のもとでは、被災地の現実を
直視することなく、「第一に計画ありき」という
立場で自らが演繹的に構想した計画を推し進めて
しまうという危険性をはらんでいる。

そうなると、被災地・被災者の声には全く耳を
貸さなくなってしまうか、貸したとしても形式
的・儀式的な意見聴取に終わってしまう。いって
みれば、「民主主義というオブラートに包まれた
テクノクラート的支配」が展開されかねないので
ある。

道が狭く曲がりくねっている市街地を例に取り

あげると、災害が起こって建物もなくなってし
まったあとには、道をまっすぐで広い道に整備す
ればいいのではないかという発想が、都市計画の
あり方としては妥当な考え方なのかもしれない
が、市街地が出来た背景からすると曲がった道に
もそれなりの合理性があるかもしれないし、住民
ももとにあったままの街並みを復興後も望んでい
ないとも限らない。

そもそも、災害復興にあたって、科学的・合理
的な分析に基づいた「最適解」というものは存在
するのであろうか。

公共政策学の分野においては、社会問題に対す
る最適解への到達可能性については懐疑的な意見
も多い。さまざまな利害対立が存在し、不確定要
素が多く施策実施の効果が予想しにくい災害復興
の場面においては、そのような最適解の到達は望
むべくもないのが現実ではないだろうか。　

憲法は社会計画思想のような価値絶対主義では
なくて、価値相対主義に立脚している。すなわ
ち、「何が正しい答えなのか」という実体ではな
くて、「どのようにして正しい答えにたどり着く
のか」というプロセスを重視する。

復興プロセスの進め方というのは、むしろ、急
激な変化を避け、順を追って徐々に進めていくと
いう、「漸進主義」的な慎重さが求められている
のである。そこでは、行政や専門家集団とならん
で被災地・被災者の参加を前提とした計画策定が
要請される。最適解の到達が困難な分、それを埋
め合わすことが出来るのが、民主主義なのである。
 （文責：山崎 栄一）
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多様な復興指標に配慮せよ
主張・論拠

　復興指標

長らく復興は右肩上がりとの発想が当然視され
てきた。内閣府の災害復旧・復興施策の手引きで
は、復興対策を次のように定義している。

被災地において、被災前の状況と比較して「安
全性の向上」や「生活環境の向上」、「産業の高度
化や地域振興」が図られる等の質的な向上を目指
すこと、の両者を併せて「（被災地の）復興対策」
と呼ぶこととする。

新潟県中越地震で被災したある自治体の復興の
定義も「災害前と全く同じ施設、機能に戻すので
はなく、地域が災害に見舞われる前以上の活力を
備えるように、暮らしと環境を再建していく活
動」と成長志向だ。しかし、現実は人口、事業所
数、従業員数ともに減少傾向をたどっている。

しかし、それでも各自治体は地域防災計画の中
で、「都市構造や産業基盤のよりよき改変」「中長
期的課題の解決」「地域振興のための基礎的な環
境づくり」「より安全で快適な空間創造」「被災前
の地域が抱える課題を解決」など、バラ色の言葉
をちりばめている。

これまで研究者が「復興の座標」を描く場合、
往々にして目盛りは成長の関数であった。横軸

（X 軸）に時間を取り、縦軸（Y 軸）で復興度合
いを表す。復興度合いを測る要素は人口であり、
所得であり、生産量であり、事業所数であり、地
価であった。復興とはあくなき経済的発展であ
り、絶えざる成長を念頭に設計された。

右肩上がりの復興像は、高度経済成長期の発想
であり、大都市居住者の視点なのだ。いや、リー
マン・ショックが世界を襲った 2009 年、一時は
大阪さえ抜いたと豪語していた名古屋経済圏です
ら金融不況の波に呑み込まれた。高齢化社会の
ニッポンで右肩上がりの復興を成し遂げられるの
は、今や大東京以外にないのかもしれない。

しかも、いったん疎開や仮設住宅に移った住民
の従前居住地への回帰率はおおむね 7 割前後にと
どまり、現実には「盛んになる」例はきわめて少

ない。そもそも過疎過密の問題は日本全体の宿題
であり、被災地にその重い課題の解決を委ねるこ
と自体、過酷すぎるといえるだろう。

中越地震をきっかけに結成された「復興デザイ
ン研究会」（代表：渥美公秀・大阪大学大学院准
教授）は「軸ずらし」なる発想の転換を提唱した。
成熟・高齢化・人口減少社会の日本では、平時で
もほとんどの地域が右肩下がりのグラフしか描け
ない。ならば、縦軸の目盛りを変えようというの
だ。

これからは、地域のぬくもり、家族の絆、地産
地消の消費生活、公正な 政

まつりごと
、人間の尊厳、暮ら

しや歴史に根ざした文化などを縦軸にとった「復
興の座標」こそが必要なのだ。

幸福・文化を指標にとる「復興の座標」とは、
まず復興のコンセプト、言葉を変えれば「どんな
“ まち ” をめざすのか」という思想を住民らで描
き出すことだろう。
 （文責・山中 茂樹）

■国民総幸福量（GNH ＝グロス・ナショナル・ハッ
ピネス）という考え方がある。1976 年、スリラン
カのコロンボで開催された第 5 回非同盟諸国会議で
ブータン国王が「国民総幸福量は国民総生産（GNP）
よりも重要である」と述べて以来、有名になった言
葉だ。人間開発、文化と遺産、バランスのとれて
いて公正な開発、ガバナンス、環境保全、社会規
範などを指標とする。

❖　事　例
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次代の社会創りにつながる
復興指標や仕組みづくりに留意すること

主張 ･ 論拠

　復興指標

少子高齢社会の下、復興によってどの被災地で
も経済が回復し、人口が増加に転じるとは期待で
きない。右肩上がりの高度経済成長時代とは発想
が異なり、成熟社会にふさわしい次代の社会創り
につながる復興指標や仕組みを構築する必要があ
る。

格差社会のなかでは、同じ被害でも被災者に
よって深刻さが異なる。復旧から復興に移り、生
活再建が本格化すると、被災の程度や資産の個人
差が歴然としてくる。

にも関わらず、被災者生活再建支援法対象の基
準は全壊 ･ 大規模半壊といった「もの」で判断さ
れる。富の裕福さに関わらず全壊の所有者には一
律に支援が行き渡る一方で、自力再建が困難な低
所得者や年金生活者なのに一部損壊だと支援対象
にならない。あるいは、公的支援の支給要件が前
年度年収となっているため、災害で失業した被災
者には充分な支援が施されないなど、本当に必要
な「ひと」に着目した支援が実施されていない。
「ひと」に着目するには、スピードを重視し画

一的に処理するのではなく、時間をかけてあらゆ
る視点からじっくり取り組んでいくことが求めら
れる。そもそも、復興は社会の持続可能性につな
がるものでなければならない。そこでは、人と人
のつながりや、社会や自然環境とのつながりが重
視される。自然や景観に配慮したまち、高齢者な
ど社会的弱者に優しいまち、自然エネルギーを創
り出すまちなど、復興の指標を多様化するととも
に、住民の創意工夫によって次世代につながる社
会の仕組みを創設する必要がある。

復興の課題は決して災害を受けた被災者や被災
地だけの問題ではない。我が国の全ての国民と地
域が共有すべき問題であることを強く認識し、復
興の指標を充実させ、得られた教訓は我が国の文
化として根付かせ、常に復興への思いを醸成する
よう意識を高めていかなければならない。
 （文責：青田 良介）

【参考文献】
五百旗頭真・入江昭・大田弘子・山本正・吉田慎一・和

田純『﹁官﹂ から ﹁民﹂ へのパワーシフト─誰
のための ﹁公益﹂ か』TBS ブリタニカ社、1998 年。
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一回全国交流集会から』関西学院大学出版会、
2005 年。

日本災害復興学会・関西学院大学災害復興制度研究所編
『日本災害復興学会発足記念大会記録集』、2008年。

市民と NGO の「防災」国際フォーラム実行委員会編『阪
神大震災市民がつくる復興計画─私たちにでき
ること』神戸新聞総合出版センター、1998 年。

震災復興市民検証研究会編『市民社会をつくる震後
KOBE 発アクションプラン─市民活動群像と
行動計画』市民社会推進機構、2001 年。

震災 10 年市民検証研究会編『阪神・淡路大震災 10 年─
市民社会への発信』文理閣、2005 年。

兵庫県、阪神・淡路大震災復興フォローアップ委員会監
修『伝える─阪神・淡路大震災の教訓』ぎょう
せい、2009 年。

『被災者復興支援会議ⅠⅡⅢの活動記録』被災者復興支
援会議Ⅲ、2005 年。

■阪神・淡路大震災でのボランティア活動を発端
にビジネス的なシステムを導入したコミュニティ・
ビジネスが着目されている。体が不自由だが病院
に行くのにタクシーを使う経済的余裕のない人へ
の移送サービスや、子育て支援、地産地消の食品
作りなど、普及するための課題は多いが、市場経
済からこぼれ落ちたものを補完しつつ、民間なら
ではのきめの細かさを提供し、社会に果たすやり
がいを感じるもうひとつの働きの場として、成熟
社会にふさわしい公共性を担う役割が期待される。

❖　事　例
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山中氏・青田氏がそれぞれ言及されている復興
指標の多様化であるが、復興指標は復興政策の目
的であり、かつ、復興政策の評価基準でもある。
どのような復興指標が設けられるべきなのかとい
う実体的な議論については、山中・青田氏ならび
に津久井氏に委ねるとして、ここではまず、復興
政策の指標をいかにして策定するのか、その中で
復興指標の多様性をいかにして確保するのかとい
う論点を取りあげておくことにする。

さしずめ、基本法には政策の理念や方向性を示
す機能が期待されているので、新たに創造される
べき指標を、あらかじめ災害復興基本法で明記し
ておくという方途が考えられる。加えて、被災地
における復興政策の意思決定プロセスをオープン
にし、住民の参加を促進することによって多様性
を確保するという方途が考えられる。

ところで、住民を復興政策の指標設定をはじめ
とする意思決定プロセスに参加させることの意義
がどこに見いだされるのであろうか。

大橋洋一によると、住民を参加させることに
よって、「住民からの情報提供が行われる」＝情
報提供機能、「事前に違法・不当な活動を防止す
ることができる」＝権利擁護機能、「多様な見解・
利害調整のための合意形成が行われる」＝合意形
成機能、「行政の立場では見えにくい問題を発見
できる」＝問題発見機能、といった利点が見いだ
され、また、「地方議会の機能不全」「計画策定・
土地利用手続の不備」を補うことができるとして
いる。

このような住民参加のあり方を示す行政法の一
般原則として、「適正手続の原則」「説明責任の原
則」「公平性・透明性の原則」が存在している。

次に、そういった復興指標に基づいて行われた
復興政策の評価をいかにして行うのかという論点
が現れてくる。一般的な評価の枠組みとしては、
政策評価法が参考となりうる。政策評価法には政
策評価の原則として、「必要性」「有効性」「効率

性」原則があげられている〔政策評価法第 3 条第
1 項〕。さらに、復興政策の実施はいってみれば
行政機関の全庁規模となるので、政策の実施に総
合性・統一性があるかどうかもチェックしなけれ
ばならない〔政策評価法第 12 条第 1 項＝総合性
評価・統一性評価〕。

ここにいう、復興指標の策定とそれに基づいて
行われた復興政策の評価は、別々の手続ではなく
て、共通した手続のサイクルのもとで進められる
べきであろう。復興政策の指標設定のみならず評
価の場面においても、住民参加が行われるべきだ
ということになる。そうなると、復興政策の評価
が行政自身の単なる自己チェックという機能にと
どまらず、政策に対する住民の満足度チェックと
いう機能も期待されることになる。
 （文責：山崎 栄一）
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